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(57)【要約】
【課題】薄型化に寄与し、光学特性に優れた液晶パネル
及び液晶表示装置、非常に高い製造効率で液晶パネルを
製造し得る方法を提供すること。
【解決手段】本発明の液晶パネルは、第１の偏光子、第
１の保護層、第１の光学補償層及び第１のネガティブＣ
プレート、液晶セル、第２のネガティブＣプレート、第
２の光学補償層、第２の保護層及び第２の偏光子とをこ
の順に有し、該第１の光学補償層が第１の保護層と第１
のネガティブＣプレートとの間に該第１の保護層に接着
剤を介さずに密接して配置され、該第２の光学補償層が
第２のネガティブＣプレートと第２の保護層との間に該
第２の保護層に接着剤を介さずに密接して配置され、該
第１及び該第２の光学補償層がλ／４板として機能する
コーティング層でありそれぞれの厚みが０．３～３μｍ
であり、該第１及び該第２のネガティブＣプレートがコ
ーティング層でありそれぞれの厚みが０．５～１０μｍ
である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液晶セルと、該液晶セルの一方の側に配置された第１の偏光子と、該液晶セルの他方の
側に配置された第２の偏光子と、該第１の偏光子と該液晶セルとの間に配置された第１の
保護層、第１の光学補償層および第１のネガティブＣプレートと、該液晶セルと該第２の
偏光子との間に配置された第２のネガティブＣプレート、第２の光学補償層および第２の
保護層とを備え、
　該第１の光学補償層が、第１の保護層と第１のネガティブＣプレートとの間に、かつ、
該第１の保護層に接着剤を介さずに密接して配置され、
　該第２の光学補償層が、第２のネガティブＣプレートと第２の保護層との間に、かつ、
該第２の保護層に接着剤を介さずに密接して配置され、
　該第１の光学補償層および該第２の光学補償層がλ／４板として機能するコーティング
層であり、それぞれの厚みが０．３～３μｍであり、
　該第１のネガティブＣプレートおよび該第２のネガティブＣプレートがコーティング層
であり、それぞれの厚みが０．５～１０μｍである、液晶パネル。
【請求項２】
　請求項１に記載の液晶パネルを含む、液晶表示装置。
【請求項３】
　第１の保護層の表面に配向処理を施す工程と；
　該第１の保護層の配向処理を施した表面に、第１の光学補償層を形成する工程と；
　第１の保護層の表面に、第１の偏光子を積層する工程と；
　第１のネガティブＣプレートを該第１の光学補償層の第１の保護層とは反対側の表面に
貼り合わせて第１の積層体を得る工程と；
　該第１の積層体の第１のネガティブＣプレート側を液晶セルの一方の面に貼り合わせる
工程とを含み、
　第２の保護層の表面に配向処理を施す工程と；
　該第２の保護層の配向処理を施した表面に、第２の光学補償層を形成する工程と；
　第２の保護層の表面に、第２の偏光子を積層する工程と；
　第２のネガティブＣプレートを該第２の光学補償層の第２の保護層とは反対側の表面に
貼り合わせて第２の積層体を得る工程と；
　該第２の積層体の第２のネガティブＣプレート側を液晶セルの他方の面に貼り合わせる
工程とを含む、
液晶パネルの製造方法。
【請求項４】
　前記第１の光学補償層を形成する工程が、第１の保護層に液晶材料を塗工する工程と；
該塗工された液晶材料を該液晶材料が液晶相を示す温度で処理する工程とを含む、
請求項３に記載の製造方法。
【請求項５】
　前記第１のネガティブＣプレートが、基材に液晶材料とカイラル剤とを含む液晶組成物
を塗工する工程と；該塗工された液晶組成物を該液晶材料が液晶相を示す温度で処理する
工程とを含む方法により形成され、
　該第１のネガティブＣプレートを該第１の光学補償層の第１の保護層とは反対側の表面
に貼り合わせた後、該基材を剥離する工程をさらに含む、
請求項３または４に記載の製造方法。
【請求項６】
　前記第２の光学補償層を形成する工程が、第２の保護層に液晶材料を塗工する工程と；
該塗工された液晶材料を該液晶材料が液晶相を示す温度で処理する工程とを含む、
請求項３から５のいずれかに記載の製造方法。
【請求項７】
　前記第２のネガティブＣプレートが、基材に液晶材料とカイラル剤とを含む液晶組成物
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を塗工する工程と；該塗工された液晶組成物を該液晶材料が液晶相を示す温度で処理する
工程とを含む方法により形成され、
　該第２のネガティブＣプレートを該第２の光学補償層の第２の保護層とは反対側の表面
に貼り合わせた後、該基材を剥離する工程をさらに含む、
請求項３から６のいずれかに記載の製造方法。
【請求項８】
　前記第１のネガティブＣプレートが、基材にポリアミド、ポリイミド、ポリエステル、
ポリエーテルケトン、ポリアミドイミド、ポリエステルイミドからなる群から選択される
少なくとも１種の非液晶ポリマーを含有する溶液を塗工する工程を含む方法により形成さ
れ、
　該第１のネガティブＣプレートを該第１の光学補償層の第１の保護層とは反対側の表面
に貼り合わせた後、該基材を剥離する工程をさらに含む、
請求項３または４に記載の製造方法。
【請求項９】
　前記第２のネガティブＣプレートが、基材にポリアミド、ポリイミド、ポリエステル、
ポリエーテルケトン、ポリアミドイミド、ポリエステルイミドからなる群から選択される
少なくとも１種の非液晶ポリマーを含有する溶液を塗工する工程を含む方法により形成さ
れ、
　該第２のネガティブＣプレートを該第２の光学補償層の第２の保護層とは反対側の表面
に貼り合わせた後、該基材を剥離する工程をさらに含む、
請求項３、４または８に記載の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶パネルおよびそれを用いた液晶表示装置に関する。より詳細には、本発
明は、薄型化に寄与し、広帯域かつ広視野角で、カラーシフトが抑制され、良好な色再現
性が図れ、黒表示における光漏れを良好に防止し得る液晶パネルおよび液晶表示装置、お
よび、そのような液晶パネルを非常に高い製造効率で製造する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＶＡモードの液晶表示装置として、透過型液晶表示装置および反射型液晶表示装置に加
えて、半透過反射型液晶表示装置が提案されている（例えば、特許文献１および２参照）
。半透過反射型液晶表示装置は、明るい場所では反射型液晶表示装置と同様に外光を利用
し、暗い場所ではバックライト等の内部光源により表示を視認可能としている。言い換え
れば、半透過反射型液晶表示装置は、反射型および透過型を兼ね備えた表示方式を採用し
ており、周囲の明るさに応じて反射モード、透過モードのいずれかの表示モードに切り替
える。その結果、半透過反射型液晶表示装置は、消費電力を低減しつつ周囲が暗い場合で
も明瞭な表示を行うことができるので、携帯機器の表示部に好適に利用されている。しか
し、これらのＶＡモードの液晶表示装置、特に半透過型の液晶表示装置においては、黒表
示における光漏れが生じ、コントラストが低下するという問題があり、これまで長く解決
されていない。
【０００３】
　このような問題を解決しようとする試みとして、最適な光学補償（例えば、視野角特性
の改善、カラーシフトの改善、コントラストの改善）を得るために、位相差板の光学特性
の最適化および／または液晶表示装置における配置について、種々の試みがなされている
。例えば、特許文献３および４に示すような、液晶表示装置が提案されている。このよう
な液晶表示装置は、液晶セルの両側に配置された第１の光学補償板と、第１の光学補償板
の外側に配置された第２の光学補償板と、第２の光学補償板の外側に配置された偏光板を
有する。しかし、このような液晶表示装置に用いられる第１の光学補償板および第２の光
学補償板は、その厚みがそれぞれ５０μｍ以上であり液晶表示装置の薄型化は非常に困難
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である。
【０００４】
　一方、液晶表示装置の薄型化と最適な光学補償を得るために、２軸光学補償板を用いて
、液晶分子の複屈折と偏光板の軸ズレによる光漏れへの影響を補償する技術が提案されて
いる。しかし、これらの技術はいずれも、液晶表示装置の薄型化には寄与するものの、視
野角特性の改善は不十分である。
【０００５】
　以上のように、より優れた表示品位および薄型化に対する要求を満足し得る液晶表示装
置（液晶パネル）が強く望まれている。
【特許文献１】特開平１１－２４２２２６号公報
【特許文献２】特開２００１－２０９０６５号公報
【特許文献３】特開２００２－３０３８６９号公報
【特許文献４】特開２００２－５５３４２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は上記従来の課題を解決するためになされたものであり、その目的とするところ
は、薄型化に寄与し、広帯域かつ広視野角で、カラーシフトが抑制され、良好な色再現性
が図れ、黒表示における光漏れを良好に防止し得る液晶パネルおよび液晶表示装置、およ
び、そのような液晶パネルを非常に高い製造効率で製造する方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の液晶パネルは、液晶セルと、該液晶セルの一方の側に配置された第１の偏光子
と、該液晶セルの他方の側に配置された第２の偏光子と、該第１の偏光子と該液晶セルと
の間に配置された第１の保護層、第１の光学補償層および第１のネガティブＣプレートと
、該液晶セルと該第２の偏光子との間に配置された第２のネガティブＣプレート、第２の
光学補償層および第２の保護層とを備える。
　該第１の光学補償層が、第１の保護層と第１のネガティブＣプレートとの間に、かつ、
該第１の保護層に接着剤を介さずに密接して配置され、該第２の光学補償層が、第２のネ
ガティブＣプレートと第２の保護層との間に、かつ、該第２の保護層に接着剤を介さずに
密接して配置され、
　該第１の光学補償層および該第２の光学補償層がλ／４板として機能するコーティング
層であり、それぞれの厚みが０．３～３μｍであり、該第１のネガティブＣプレートおよ
び該第２のネガティブＣプレートがコーティング層であり、それぞれの厚みが０．５～１
０μｍである。
【０００８】
　本発明の別の局面によれば、液晶表示装置が提供される。この液晶表示装置は、上記液
晶パネルを含む。
【０００９】
　本発明のさらに別の局面においては、液晶パネルの製造方法が提供される。この製造方
法は、第１の保護層の表面に配向処理を施す工程と；該第１の保護層の配向処理を施した
表面に、第１の光学補償層を形成する工程と；第１の保護層の表面に、第１の偏光子を積
層する工程と；第１のネガティブＣプレートを該第１の光学補償層の第１の保護層とは反
対側の表面に貼り合わせて第１の積層体を得る工程と；該第１の積層体の第１のネガティ
ブＣプレート側を液晶セルの一方の面に貼り合わせる工程とを含み、第２の保護層の表面
に配向処理を施す工程と；該第２の保護層の配向処理を施した表面に、第２の光学補償層
を形成する工程と；第２の保護層の表面に、第２の偏光子を積層する工程と；第２のネガ
ティブＣプレートを該第２の光学補償層の第２の保護層とは反対側の表面に貼り合わせて
第２の積層体を得る工程と；該第２の積層体の第２のネガティブＣプレート側を液晶セル
の他方の面に貼り合わせる工程とを含む。
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【００１０】
　好ましい実施形態においては、上記第１の光学補償層を形成する工程は、第１の保護層
に液晶材料を塗工する工程と；該塗工された液晶材料を該液晶材料が液晶相を示す温度で
処理する工程とを含む。
【００１１】
　好ましい実施形態においては、上記第１のネガティブＣプレートは、基材に液晶材料と
カイラル剤とを含む液晶組成物を塗工する工程と；該塗工された液晶組成物を該液晶材料
が液晶相を示す温度で処理する工程とを含む方法により形成され、該第１のネガティブＣ
プレートを該第１の光学補償層の第１の保護層とは反対側の表面に貼り合わせた後、該基
材を剥離する工程をさらに含む。
【００１２】
　好ましい実施形態においては、上記第２の光学補償層を形成する工程は、第２の保護層
に液晶材料を塗工する工程と；該塗工された液晶材料を該液晶材料が液晶相を示す温度で
処理する工程とを含む。
【００１３】
　好ましい実施形態においては、上記第２のネガティブＣプレートは、基材に液晶材料と
カイラル剤とを含む液晶組成物を塗工する工程と；該塗工された液晶組成物を該液晶材料
が液晶相を示す温度で処理する工程とを含む方法により形成され、該第２のネガティブＣ
プレートを該第２の光学補償層の第２の保護層とは反対側の表面に貼り合わせた後、該基
材を剥離する工程をさらに含む。
【００１４】
　別の好ましい実施形態においては、上記第１のネガティブＣプレートは、基材にポリア
ミド、ポリイミド、ポリエステル、ポリエーテルケトン、ポリアミドイミド、ポリエステ
ルイミドからなる群から選択される少なくとも１種の非液晶ポリマーを含有する溶液を塗
工する工程を含む方法により形成され、該第１のネガティブＣプレートを該第１の光学補
償層の第１の保護層とは反対側の表面に貼り合わせた後、該基材を剥離する工程をさらに
含む。また、上記第２のネガティブＣプレートは、基材にポリアミド、ポリイミド、ポリ
エステル、ポリエーテルケトン、ポリアミドイミド、ポリエステルイミドからなる群から
選択される少なくとも１種の非液晶ポリマーを含有する溶液を塗工する工程を含む方法に
より形成され、該第２のネガティブＣプレートを該第２の光学補償層の第２の保護層とは
反対側の表面に貼り合わせた後、該基材を剥離する工程をさらに含む。
【発明の効果】
【００１５】
　以上のように本発明によれば、液晶セルの両側に配置された特定の光学補償層およびネ
ガティブＣプレートがすべてコーティング層であり、かつ、光学補償層が保護層に接着剤
を介さずに密接して配置されることにより、従来技術に比べて液晶パネル（液晶表示装置
）の薄型化に寄与することができる。さらに、本発明の液晶パネルは、特定の光学補償層
およびネガティブＣプレートを有することにより、特にＶＡモードの液晶表示装置におい
て、広帯域かつ広視野角の液晶パネルを得ることができ、黒表示における光漏れによるコ
ントラストの低下を顕著に低減することが可能となる。好ましい実施形態においては液晶
セルの両側に配置される光学補償層は、同一の特性（例えば、構成材料、光学特性、厚み
）を有し、液晶セルの両側に配置されるネガティブＣプレートは、同一の特性（例えば、
構成材料、光学特性、厚み）を有する。このような対称配置を行うことにより、カラーシ
フトがさらに低減され得る。
【００１６】
　本発明の別の実施形態においては、上記液晶パネルの製造方法が提供される。この製造
方法によると、第１の光学補償層の遅相軸を任意の方向に設定できるので、長手方向に延
伸された（すなわち、長手方向に吸収軸を有する）長尺の偏光子（偏光板）を使用するこ
とができる。つまり、長手方向に対して所定の角度をなすよう配向処理がなされた長尺の
光学補償層および保護層と、長尺の偏光子とを、それぞれの長手方向を揃えて（いわゆる
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ロールｔｏロールで）連続的に貼りあわせることができる。また、光学補償層を保護層の
表面に形成することができるので、従来技術に比べて液晶パネル（液晶表示装置）の薄型
化に寄与することができる。さらに、長尺のネガティブＣプレートと、光学補償層および
偏光子とを、それぞれの長手方向を揃えて（いわゆるロールｔｏロールで）連続的に貼り
あわせることができ、非常に優れた製造効率で積層体が得られる。その結果、積層体の各
層において光軸の角度にばらつきが生じることがなく、結果として製品間で品質のばらつ
きがない液晶パネルが得られる。さらに、切り抜きによる廃棄物も生じないので、低コス
トの液晶パネルが得られる。以上の結果、本発明の製造方法は、低コストでかつ各層の光
軸の角度にばらつきが生じることがなく、本発明の液晶パネルを製造することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　（用語および記号の定義）
　本明細書における用語および記号の定義は下記の通りである：
　（１）「ｎｘ」は面内の屈折率が最大になる方向（すなわち、遅相軸方向）の屈折率で
あり、「ｎｙ」は面内で遅相軸に垂直な方向（すなわち、進相軸方向）の屈折率であり、
「ｎｚ」は厚み方向の屈折率である。また、例えば「ｎｘ＝ｎｙ」は、ｎｘとｎｙが厳密
に等しい場合のみならず、ｎｘとｎｙが実質的に等しい場合も包含する。本明細書におい
て「実質的に等しい」とは、光学補償層付偏光板の全体的な偏光特性に実用上の影響を与
えない範囲でｎｘとｎｙが異なる場合も包含する趣旨である。
　（２）「面内位相差Ｒｅ」は、２３℃における波長５９０ｎｍの光で測定したフィルム
（層）面内の位相差値をいう。Ｒｅは、波長５９０ｎｍにおけるフィルム（層）の遅相軸
方向、進相軸方向の屈折率をそれぞれ、ｎｘ、ｎｙとし、ｄ（ｎｍ）をフィルム（層）の
厚みとしたとき、式：Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄによって求められる。
　（３）厚み方向の位相差Ｒｔｈは、２３℃における波長５９０ｎｍの光で測定した厚み
方向の位相差値をいう。Ｒｔｈは、波長５９０ｎｍにおけるフィルム（層）の遅相軸方向
、厚み方向の屈折率をそれぞれ、ｎｘ、ｎｚとし、ｄ（ｎｍ）をフィルム（層）の厚みと
したとき、式：Ｒｔｈ＝（ｎｘ－ｎｚ）×ｄによって求められる。
　（４）本明細書に記載される用語や記号に付される添え字の「１」は第１の光学補償層
を表し、添え字の「２」は第２の光学補償層を表す。「Ｃ」はネガティブＣプレートを表
し、「１Ｃ」は第１のネガティブＣプレートを表し、「２Ｃ」は第２のネガティブＣプレ
ートを表す。
　（５）「λ／４板」とは、ある特定の波長の直線偏光を円偏光に（または、円偏光を直
線偏光に）変換する機能を有するものをいう。λ／４板は、所定の光の波長（通常、可視
光領域）に対して、フィルム（層）の面内の位相差値が約１／４である。
　（６）「コレステリック配向固化層」とは、当該層の構成分子がらせん構造をとり、そ
のらせん軸が面方向にほぼ垂直に配向し、その配向状態が固定されている層をいう。した
がって、「コレステリック配向固化層」は、液晶化合物がコレステリック液晶相を呈して
いる場合のみならず、非液晶化合物がコレステリック液晶相のような擬似的構造を有する
場合を包含する。例えば、「コレステリック配向固化層」は、液晶材料が液晶相を示す状
態でカイラル剤によってねじりを付与してコレステリック構造（らせん構造）に配向させ
、その状態で重合処理または架橋処理を施すことにより、当該液晶材料の配向（コレステ
リック構造）を固定することにより形成され得る。
　（７）「選択反射の波長域が３５０ｎｍ以下」とは、選択反射の波長域の中心波長λが
３５０ｎｍ以下であることを意味する。例えば、コレステリック配向固化層が液晶モノマ
ーを用いて形成されている場合には、選択反射の波長域の中心波長λは、下記式で表され
る：
　　　　λ＝ｎ×Ｐ
ここで、ｎは、液晶モノマーの平均屈折率を示し、Ｐはコレステリック配向固化層のらせ
んピッチ（ｎｍ）を示す。上記平均屈折率ｎは、（ｎｏ＋ｎｅ）／２で表され、通常、１
.４５～１.６５の範囲である。ｎｏは、液晶モノマーの常光屈折率を示し、ｎｅは液晶モ
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ノマーの異常光屈折率を示す。
　（８）「カイラル剤」とは、液晶材料（例えば、ネマティック液晶）をコレステリック
構造となるように配向する機能を有する化合物をいう。
　（９）「ねじり力」とは、カイラル剤が液晶材料にねじれを与えてコレステリック構造
（らせん構造）に配向させる能力のことを意味する。一般的には、ねじり力は、下記式で
表される：
　　　　ねじり力＝１／（Ｐ×Ｗ）
Ｐは、上記の通り、Ｐはコレステリック配向固化層のらせんピッチ（ｎｍ）を示す。Ｗは
、カイラル剤重量比を示す。カイラル剤重量比Ｗは、Ｗ＝［Ｘ／（Ｘ＋Ｙ）］×１００で
表される。ここで、Ｘはカイラル剤の重量であり、Ｙは液晶材料の重量である。
　（１０）「実質的に直交」とは、規定する角度が９０°±１０°を包含する趣旨であり
、好ましくは９０°±５°であり、さらに好ましくは９０°±３°である。
　（１１）「実質的に平行」とは、規定する角度が０°±１０°を包含する趣旨であり、
好ましくは０°±５°であり、さらに好ましくは０°±３°である。
【００１８】
Ａ．液晶パネルの全体構成
　図１は、本発明の好ましい実施形態による液晶パネルの概略断面図である。図２および
図３は、本発明の好ましい実施形態における液晶パネルの概略分解斜視図である。なお、
図２および図３においてＡは第１の偏光子の吸収軸を表し、Ｂは第１の光学補償層の遅相
軸を表し、αは第１の偏光子の吸収軸Ａと第１の光学補償層の遅相軸Ｂとが規定する角度
を表す。同様に図２および図３において、Ａ’は第２の偏光子の吸収軸を表し、Ｂ’は第
２の光学補償層の遅相軸を表し、α’は第２の偏光子の吸収軸Ａ’と第２の光学補償層の
遅相軸Ｂ’とが規定する角度を表す。図１の例においては、液晶パネル１００は、視認側
から順に、第１の偏光子１１と、第１の保護層５１と、第１の光学補償層２１と、第１の
ネガティブＣプレート３１と、液晶セル４０と、第２のネガティブＣプレート３２と第２
の光学補償層２２と、第２の保護層５２と、第２の偏光子１２とを有する。なお、図２お
よび図３の例において、第１の保護層および第２の保護層は簡単のために省略している。
【００１９】
　第１の偏光子１１および第２の偏光子１２は、代表的には、その吸収軸が互いに実質的
に直交するようにして配置されている。
【００２０】
　第１の偏光子の吸収軸の方向は目的に応じて適宜設定され得る。例えば、液晶セルの視
認側に配置された第１の偏光子の吸収軸の方向は、液晶セルの長手方向に対して実質的に
平行であってもよく（この場合、第２の偏光子の吸収軸の方向は該液晶セルの長手方向に
対して直交している；図２参照）、実質的に直交していてもよい（この場合、第２の偏光
子の吸収軸の方向は該液晶セルの長手方向に対して平行である；図３参照）。
【００２１】
　上記第１の光学補償層２１および上記第２の光学補償層２２はそれぞれλ／４板として
機能するコーティング層であり、それぞれの厚みが０．３～３μｍである。好ましくは第
１の光学補償層２１の遅相軸（図２および図３におけるＢ、以下同様）が、第１の偏光子
１１の吸収軸Ａに対して、＋４０°～＋５０°または－４０°～－５０°の角度を規定す
る。好ましくは第２の光学補償層２２の遅相軸Ｂ’が、第２の偏光子１２の吸収軸Ａ’に
対して、＋４０°～＋５０°または－４０°～－５０°の角度を規定する。第１の光学補
償層２１および上記第２の光学補償層２２は、代表的にはその遅相軸が互いに実質的に直
交するようにして配置されている。上記第１の光学補償層および上記第２の光学補償層は
、同一のコーティング層であってもよく異なるコーティング層であってもよい。好ましく
は、第１の光学補償層および上記第２の光学補償層は、同一の特性（例えば、構成材料、
光学特性、厚み）を有する。このような対称配置を行うことにより、カラーシフトがさら
に低減され得る。
【００２２】
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　上記第１のネガティブＣプレート３１および上記第２のネガティブＣプレート３２はそ
れぞれコーティング層であり、それぞれの厚みが０．５～１０μｍである。好ましくは、
第１のネガティブＣプレートおよび／または第２のネガティブＣプレートは、コレステリ
ック配向固化層からなる。好ましくは、第１の光学補償層２１と第１のネガティブＣプレ
ート３１は第１の接着層（図示せず）を介して配置され、第２の光学補償層２２と第２の
ネガティブＣプレート３２は第２の接着層（図示せず）を介して配置される。上記第１の
ネガティブＣプレートおよび上記第２のネガティブＣプレートは、同一のコーティング層
であってもよく異なるコーティング層であってもよい。好ましくは、第１のネガティブＣ
プレートおよび第２のネガティブＣプレートは、同一の特性（例えば、構成材料、光学特
性、厚み）を有する。このような対称配置を行うことにより、カラーシフトがさらに低減
され得る。
【００２３】
　好ましくは、第１の偏光子１１の第１の保護層５１とは反対側（第１の偏光子１１の外
側、図示例では視認側）に別の保護層（図示せず）が設けられ、第２の偏光子１２の第２
の保護層５２とは反対側（第２の偏光子１２の外側、図示例ではバックライト側）に別の
保護層（図示せず）が設けられる。
【００２４】
　液晶セル４０は、一対のガラス基板４１、４２と、該基板間に配された表示媒体として
の液晶層４３とを有する。一方の基板（アクティブマトリクス基板）４２には、液晶の電
気光学特性を制御するスイッチング素子（代表的にはＴＦＴ）と、このスイッチング素子
にゲート信号を与える走査線およびソース信号を与える信号線とが設けられている（いず
れも図示せず）。他方のガラス基板（カラーフィルター基板）４１には、カラーフィルタ
ー（図示せず）が設けられる。なお、カラーフィルターは、アクティブマトリクス基板４
２に設けてもよい。基板４１、４２の間隔（セルギャップ）は、スペーサー４４によって
制御されている。基板４１、４２の液晶層４３と接する側には、例えばポリイミドからな
る配向膜（図示せず）が設けられている。なお、簡単のために図２および図３において液
晶セルの詳細を省略している。
【００２５】
　液晶セル４０の駆動モードとしては、本発明の効果が得られる限りにおいて任意の適切
な駆動モードが採用され得る。駆動モードの具体例としては、ＳＴＮ（Super Twisted Ne
matic）モード、ＴＮ（Twisted Nematic）モード、ＩＰＳ（In-Plane Switching）モード
、ＶＡ（Vertical Aligned）モード、ＯＣＢ（Optically Aligned Birefringence）モー
ド、ＨＡＮ（Hybrid Aligned Nematic）モードおよびＡＳＭ（Axially　Symmetric　Alig
ned　Microcell）モードが挙げられる。好ましくはＶＡモードであり、さらに好ましくは
透過型または半透過型のＶＡモードである。
【００２６】
　図４は、ＶＡモードにおける液晶分子の配向状態を説明する概略断面図である。図４（
ａ）に示すように、電圧無印加時には、液晶分子は基板４１、４２面に垂直に配向する。
このような垂直配向は、垂直配向膜（図示せず）を形成した基板間に負の誘電率異方性を
有するネマチック液晶を配することにより実現され得る。このような状態で一方の基板４
１の面から光を入射させると、第１の偏光子１１を通過して液晶層４３に入射した直線偏
光の光は、垂直配向している液晶分子の長軸の方向に沿って進む。液晶分子の長軸方向に
は複屈折が生じないため入射光は偏光方位を変えずに進み、第１の偏光子１１と直交する
偏光軸を有する第２の偏光子１２で吸収される。これにより電圧無印加時において暗状態
の表示が得られる（ノーマリブラックモード）。図４（ｂ）に示すように、電極間に電圧
が印加されると、液晶分子の長軸が基板面に平行に配向する。この状態の液晶層４３に入
射した直線偏光の光に対して液晶分子は複屈折性を示し、入射光の偏光状態は液晶分子の
傾きに応じて変化する。所定の最大電圧印加時において液晶層を通過する光は、例えばそ
の偏光方位が９０°回転させられた直線偏光となるので、第２の偏光子１２を透過して明
状態の表示が得られる。再び電圧無印加状態にすると配向規制力により暗状態の表示に戻
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すことができる。また、印加電圧を変化させて液晶分子の傾きを制御して第２の偏光子１
２からの透過光強度を変化させることにより階調表示が可能となる。
　以下、本発明における液晶パネルを構成する各層の詳細について説明する。　
【００２７】
Ｂ．第１および第２の光学補償層
　上記のように、第１の光学補償層および上記第２の光学補償層（以下、まとめて「光学
補償層」と記載することもある）は、それぞれλ／４板として機能するコーティング層で
あり、それぞれの厚みが０．３～３μｍである。光学補償層の厚みは、好ましくは０．５
～２．５μｍであり、さらに好ましくは０．８～２μｍである。光学補償層（λ／４板）
はコーティング層であるので、厚みを従来に比べ格段に薄くすることが可能であり、本発
明における液晶パネルの薄型化に大きく貢献し得る。例えば、従来の延伸フィルムによる
λ／４板の厚みは６０μｍ程度であるのに対して、本発明における光学補償層は、その１
／２０～１／２００程度の厚みが実現可能である。
【００２８】
　好ましくは上記第１の光学補償層の遅相軸Ｂは、上記第１の偏光子の吸収軸Ａに対して
、＋４０°～＋５０°または－４０°～－５０°の角度αを規定し得る。第１の光学補償
層の遅相軸Ｂは、好ましくは上記第１の偏光子Ａの吸収軸に対して＋４２°～＋４８°ま
たは－４２°～－４８°、さらに好ましくは＋４４°～＋４６°または－４４°～－４６
°の角度αを規定する。このような特定の位置関係で偏光子および光学補償層を配置する
ことにより、コントラストと視野角特性のバランスに優れた液晶パネルが得られる。
【００２９】
　好ましくは上記第２の光学補償層の遅相軸Ｂ’は、上記第２の偏光子の吸収軸Ａ’に対
して、＋４０°～＋５０°または－４０°～－５０°の角度α’を規定し得る。第２の光
学補償層の遅相軸Ｂ’は、好ましくは上記第２の偏光子の吸収軸Ａ’に対して＋４２°～
＋４８°または－４２°～－４８°、さらに好ましくは＋４４°～＋４６°または－４４
°～－４６°の角度α’を規定する。このような特定の位置関係で偏光子および光学補償
層を配置することにより、コントラストと視野角特性のバランスに優れた液晶パネルが得
られる。
【００３０】
　第１の光学補償層および上記第２の光学補償層は、好ましくはその遅相軸が互いに実質
的に直交するようにして配置されている。このような特定の位置関係で光学補償層を配置
することにより、最適な光学補償を有し得る。
【００３１】
　上記のように、第１および第２の光学補償層はそれぞれ、いわゆるλ／４板として機能
し得る。第１および第２の光学補償層の面内位相差Ｒｅ１およびＲｅ２は、それぞれ波長
５９０ｎｍにおいて、好ましくは８０～２００ｎｍであり、さらに好ましくは１００～１
８０ｎｍであり、最も好ましくは１２０～１６０ｎｍである。第１および第２の光学補償
層はそれぞれ、ｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚの屈折率分布を有することが好ましい。
【００３２】
　上記第１および第２の光学補償層を形成する材料としては、上記のような特性が得られ
る限りにおいて任意の適切な材料が採用され得る。上記光学補償層は、好ましくは液晶材
料から形成される。液晶材料を用いることにより、従来の高分子延伸フィルム（例えば、
ノルボルネン系樹脂、ポリカーボネート樹脂）に比べてｎｘとｎｙの差を格段に大きくで
きるので、λ／４板に所望される面内位相差を得るための厚みを格段に薄くできる。この
ような液晶材料としては、例えば、液晶ポリマーや液晶モノマーが使用可能である。液晶
材料の液晶性の発現機構は、リオトロピックでもサーモトロピックでもどちらでもよい。
また、液晶の配向状態は、ホモジニアス配向であることが好ましい。液晶材料は単独で用
いてもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００３３】
　上記液晶材料が液晶モノマーである場合、例えば、重合性モノマーまたは架橋性モノマ
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ーであることが好ましい。これは、後述するように、重合性モノマーまたは架橋性モノマ
ーを重合または架橋させることによって、液晶材料の配向状態を固定できるためである。
液晶モノマーを配向させた後に、例えば、液晶モノマー（重合性モノマーまたは架橋性モ
ノマー）同士を重合または架橋させれば、それによって上記配向状態を固定することがで
きる。ここで、重合によりポリマーが形成され、架橋により３次元網目構造が形成される
こととなるが、これらは非液晶性である。したがって、形成された光学補償層は、例えば
、液晶材料に特有の温度変化による液晶相、ガラス相、結晶相への転移が起きることはな
い。その結果、光学補償層は、温度変化に影響されず、極めて安定性に優れることができ
る。
【００３４】
　上記液晶モノマーとしては、任意の適切な液晶モノマーが採用され得る。例えば、特表
２００２－５３３７４２（ＷＯ００／３７５８５）、ＥＰ３５８２０８（ＵＳ５２１１８
７７）、ＥＰ６６１３７（ＵＳ４３８８４５３）、ＷＯ９３／２２３９７、ＥＰ０２６１
７１２、ＤＥ１９５０４２２４、ＤＥ４４０８１７１、およびＧＢ２２８０４４５等に記
載の重合性メソゲン化合物等が使用できる。このような重合性メソゲン化合物の具体例と
しては、例えば、ＢＡＳＦ社の商品名ＬＣ２４２、Ｍｅｒｃｋ社の商品名Ｅ７、Ｗａｃｋ
ｅｒ－Ｃｈｅｍ社の商品名ＬＣ－Ｓｉｌｌｉｃｏｎ－ＣＣ３７６７が挙げられる。
【００３５】
　上記液晶モノマーとしては、例えば、ネマチック性液晶モノマーが好ましい。液晶モノ
マーの具体例としては、特開２００３－２８７６２３の段落（００３５）～（００４６）
に記載のモノマーを例示することができる。これらの液晶モノマーは、単独で、または２
つ以上を組み合わせて用いられ得る。
【００３６】
　上記液晶モノマーが液晶性を示す温度範囲は、その種類に応じて異なる。具体的には、
当該温度範囲は、好ましくは４０～１２０℃であり、さらに好ましくは５０～１００℃で
あり、最も好ましくは６０～９０℃である。
【００３７】
　上記液晶材料は、必要に応じて、重合開始剤および架橋剤（硬化剤）の少なくとも一方
をさらに含む。これらは、液晶材料として液晶モノマーを用いる場合に特に好適に用いら
れる。このような重合開始剤または架橋剤としては、本発明の効果が得られる限りにおい
て任意の適切な物質が採用され得る。重合開始剤としては、例えば、ベンゾイルパーオキ
サイド（ＢＰＯ）、アゾビスイソブチロニトリル（ＡＩＢＮ）が挙げられる。架橋剤（硬
化剤）としては、例えば、紫外線硬化剤、光硬化剤、熱硬化剤が挙げられる。より具体的
には、イソシアネート系架橋剤、エポキシ系架橋剤、金属キレート架橋剤等が挙げられる
。これらは、単独で、または２種以上を組み合わせて用いられ得る。液晶材料中の重合開
始剤または架橋剤の含有量は、好ましくは０.１～１０重量％であり、さらに好ましくは
０.５～８重量％であり、最も好ましくは１～５重量％である。
【００３８】
　上記液晶材料は、必要に応じて、任意の適切な添加剤をさらに含有し得る。添加剤とし
ては、老化防止剤、変性剤、界面活性剤、染料、顔料、変色防止剤、紫外線吸収剤等が挙
げられる。これらの添加剤は、単独で、または２種以上を組み合わせて用いられ得る。よ
り具体的には、上記老化防止剤としては、例えば、フェノール系化合物、アミン系化合物
、有機硫黄系化合物、ホスフィン系化合物が挙げられる。上記変性剤としては、例えば、
グリコール類、シリコーン類やアルコール類が挙げられる。上記界面活性剤は、例えば、
光学補償層の表面を平滑にするために添加され、例えば、シリコーン系、アクリル系、フ
ッ素系の界面活性剤が挙げられる。
【００３９】
Ｃ．第１および第２のネガティブＣプレート
　上記第１および第２のネガティブＣプレート（以下、まとめて「ネガティブＣプレート
」と記載する場合もある）はそれぞれコーティング層であり、それぞれの厚みが０．５～



(11) JP 2008-40456 A 2008.2.21

10

20

30

40

50

１０μｍである。ネガティブＣプレートの厚みは、好ましくは１．０～８μｍであり、さ
らに好ましくは１．５～５μｍである。このように本発明におけるネガティブＣプレート
の厚みは薄く、液晶パネルの薄型化に大きく貢献し得る。ネガティブＣプレートを薄く形
成することにより、熱ムラが防止され得る。さらに、このような薄いネガティブＣプレー
トは、液晶配向の乱れや透過率低下の防止、選択反射性、着色防止、生産性等の観点から
も好ましい。
【００４０】
　上記ネガティブＣプレートは、ｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚの関係を有する。ネガティブＣプレー
トがこのような屈折率分布を有することにより、特に、ＶＡモードの液晶セルの液晶層の
複屈折性を良好に補償することができる。より具体的には、ネガティブＣプレートは、Ｖ
Ａモード（垂直配向モード）の液晶表示装置において、斜め方向から見た場合に、液晶分
子の影響で等方性が崩れることにより視野角特性が悪化することを防止するために用いら
れる。その結果、視野角特性が顕著に向上した液晶表示装置が得られ得る。
【００４１】
　本明細書において「ｎｘ＝ｎｙ」は、ｎｘとｎｙが厳密に等しい場合のみならず、ｎｘ
とｎｙが実質的に等しい場合も包含するので、第１および第２のネガティブＣプレートは
面内位相差Ｒｅ１ＣおよびＲｅ２Ｃを有し得、また、遅相軸を有し得る。ネガティブＣプ
レートとして実用的に許容可能な面内位相差Ｒｅ１ＣおよびＲｅ２Ｃは好ましくは０～２
０ｎｍであり、さらに好ましくは０～１０ｎｍ、最も好ましくは０～５ｎｍである。第１
および第２のネガティブＣプレートの厚み方向の位相差Ｒｔｈ１ＣおよびＲｔｈ２Ｃは好
ましくは３０～３００ｎｍであり、さらに好ましくは６０～１８０ｎｍ、特に好ましくは
８０～１５０ｎｍ、最も好ましくは１００～１４０ｎｍである。
【００４２】
　本発明におけるネガティブＣプレートは、上記のような厚みおよび光学特性が得られる
限りにおいて任意の適切なコーティング層から形成される。好ましくは、コレステリック
配向固化層が挙げられる。
【００４３】
　上記コレステリック配向固化層は、選択反射の波長域が３５０ｎｍ以下であるコレステ
リック配向固化層が好ましい。選択反射の波長域の上限は、さらに好ましくは３２０ｎｍ
以下であり、最も好ましくは３００ｎｍ以下である。一方、選択反射の波長域の下限は、
好ましくは１００ｎｍ以上であり、さらに好ましくは１５０ｎｍ以上である。選択反射の
波長域が３５０ｎｍを超えると、選択反射の波長域が可視光領域に入るので、例えば、着
色や色抜けという問題が生じる場合がある。選択反射の波長域が１００ｎｍより小さいと
、使用すべきカイラル剤（後述）の量が多くなりすぎるので、ネガティブＣプレート形成
時の温度制御をきわめて精密に行う必要がある。その結果、液晶パネルの製造が困難にな
る場合がある。
【００４４】
　上記コレステリック配向固化層におけるらせんピッチは、好ましくは０.０１～０.２５
μｍであり、さらに好ましくは０.０３～０.２０μｍであり、最も好ましくは０.０５～
０.１５μｍである。らせんピッチが０.０１μｍ以上であれば、例えば十分な配向性が得
られる。らせんピッチが０.２５μｍ以下であれば、例えば、可視光の短波長側における
旋光性を十分に抑制できるので、光漏れ等を十分に回避できる。らせんピッチは、後述の
カイラル剤の種類（ねじり力）および量を調整することにより制御され得る。らせんピッ
チを調整することにより、選択反射の波長域を所望の範囲に制御することができる。
【００４５】
　上記ネガティブＣプレートがコレステリック配向固化層である場合、本発明におけるネ
ガティブＣプレートは、上記のような厚みおよび光学特性が得られる限りにおいて任意の
適切な材料から形成される。好ましくは、液晶材料から形成され、さらに好ましくは液晶
材料とカイラル剤とを含む液晶組成物から形成され得る。当該液晶材料としては、任意の
適切な液晶材料が採用され得る。液晶相がネマチック相である液晶材料（ネマチック液晶
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）が好ましい。このような液晶材料としては、例えば、液晶ポリマーや液晶モノマーが使
用可能である。液晶材料の液晶性の発現機構は、リオトロピックでもサーモトロピックで
もどちらでもよい。また、液晶の配向状態は、ホモジニアス配向であることが好ましい。
【００４６】
　上記液晶組成物における液晶材料の含有量は、好ましくは７５～９５重量％であり、さ
らに好ましくは８０～９０重量％である。液晶材料の含有量が７５重量％未満である場合
には、組成物が液晶状態を十分に呈さず、結果として、コレステリック配向が十分に形成
されない場合がある。液晶材料の含有量が９５重量％を超える場合には、カイラル剤の含
有量が少なくなってしまい、ねじれが十分に付与されなくなるので、コレステリック配向
が十分に形成されない場合がある。
【００４７】
　上記液晶材料は、液晶モノマー（例えば、重合性モノマーおよび架橋性モノマー）であ
ることが好ましい。この液晶モノマーとしては、任意の適切な液晶モノマーが採用され得
る。液晶モノマーの具体例としては、上記Ｂ項と同様に、特開２００３－２８７６２３号
公報の段落（００３５）～（００４６）に記載のモノマーを例示することができる。これ
らの液晶モノマーは、単独で、または２つ以上を組み合わせて用いられ得る。
【００４８】
　好ましくは、ネガティブＣプレートを形成し得る液晶組成物は、カイラル剤を含む。ネ
ガティブＣプレートを液晶性モノマーとカイラル剤とを含む液晶組成物から形成すること
により、ｎｘとｎｚとの差を非常に大きく（ｎｘ＞＞ｎｚと）することができる。その結
果、ネガティブＣプレートを薄くすることができる。例えば、従来の二軸延伸によるネガ
ティブＣプレートが６０μｍ以上の厚みを有するのに対して、本発明におけるネガティブ
Ｃプレートは、その１／６～１／１２０程度の厚みが実現可能である。その結果、液晶パ
ネルの薄型化に大きく貢献し得る。
【００４９】
　液晶組成物中のカイラル剤の含有量は、好ましくは５～２３重量％であり、さらに好ま
しくは１０～２０重量％である。含有量が５重量％未満である場合には、ねじれが十分に
付与されなくなるので、コレステリック配向が十分に形成されない場合がある。含有量が
２３重量％を超える場合には、液晶材料が液晶状態を呈する温度範囲が非常に狭くなるの
で、ネガティブＣプレート形成時の温度制御をきわめて精密に行う必要がある。その結果
、ネガティブＣプレートの製造が困難になる場合がある。なお、カイラル剤は、単独で、
または２種以上を組み合わせて用いられ得る。
【００５０】
　上記カイラル剤としては、液晶材料を所望のコレステリック構造に配向し得る任意の適
切な材料が採用され得る。例えば、このようなカイラル剤のねじり力は、好ましくは１×
１０－６ｎｍ－１・（ｗｔ％）－１以上であり、さらに好ましくは１×１０－５ｎｍ－１

・（ｗｔ％）－１～１×１０－２ｎｍ－１・（ｗｔ％）－１であり、最も好ましくは１×
１０－４ｎｍ－１・（ｗｔ％）－１～１×１０－３ｎｍ－１・（ｗｔ％）－１である。こ
のようなねじり力を有するカイラル剤を用いることにより、コレステリック配向固化層の
らせんピッチを所望の範囲に制御することができ、その結果、選択反射の波長域を所望の
範囲に制御することができる。例えば、同じねじり力のカイラル剤を使用する場合、液晶
組成物中のカイラル剤の含有量が多いほど、形成されるネガティブＣプレートの選択反射
の波長域は低波長側となる。また例えば、液晶組成物中のカイラル剤の含有量が同じであ
れば、カイラル剤のねじり力が大きいほど、形成されるネガティブＣプレートの選択反射
の波長域は低波長側となる。より具体的な例は以下の通りである：形成されるネガティブ
Ｃプレートの選択反射の波長域を２００～２２０ｎｍの範囲に設定する場合には、例えば
、ねじり力が５×１０－４ｎｍ－１・（ｗｔ％）－１のカイラル剤を、液晶組成物中に１
１～１３重量％の割合で含有させればよい。形成されるネガティブＣプレートの選択反射
の波長域を２９０～３１０ｎｍの範囲に設定する場合には、例えば、ねじり力が５×１０
－４ｎｍ－１・（ｗｔ％）－１のカイラル剤を、液晶組成物中に７～９重量％の割合で含
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有させればよい。
【００５１】
　上記カイラル剤は、好ましくは重合性カイラル剤である。重合性カイラル剤の具体例と
しては、特開２００３－２８７６２３号公報の段落（００４８）～（００５５）に記載の
カイラル剤を例示することができる。
【００５２】
　上記のようなカイラル化合物の他にも、例えば、ＲＥ－Ａ４３４２２８０号およびドイ
ツ国特許出願１９５２０６６０．６号および１９５２０７０４．１号に記載されるカイラ
ル化合物が好ましく使用できる。
【００５３】
　なお、上記液晶材料と上記カイラル剤の組み合わせとしては、目的に応じて任意の適切
な組み合わせが採用され得る。特に好ましい組み合わせとしては、下記式（１）の液晶モ
ノマー／下記式（３）のカイラル剤の組み合わせ、下記式（１）の液晶モノマー／下記式
（４）のカイラル剤の組み合わせ、下記式（２）の液晶モノマー／下記式（５）のカイラ
ル剤の組み合わせ等が挙げられる。
【００５４】
【化１】

【００５５】
【化２】

【００５６】
　好ましくは、上記ネガティブＣプレートを形成し得る液晶組成物は、重合開始剤および
架橋剤（硬化剤）の少なくとも一方をさらに含む。重合開始剤および／または架橋剤（硬
化剤）を用いることにより、液晶材料が液晶状態で形成したコレステリック構造（コレス
テリック配向）を固定化することができる。このような重合開始剤または架橋剤としては
、本発明の効果が得られる限りにおいて任意の適切な物質が採用され得る。重合開始剤お
よび架橋剤（硬化剤）は、上記Ｂ項に記載したとおりである。これらは、単独で、または
２種以上を組み合わせて用いられ得る。液晶組成物中の重合開始剤または架橋剤の含有量
は、好ましくは０．１～１０重量％であり、さらに好ましくは０．５～８重量％であり、
最も好ましくは１～５重量％である。含有量が０．１重量％未満である場合には、コレス
テリック構造の固定化が不十分となる場合がある。含有量が１０重量％を超えると、上記
液晶材料が液晶状態を示す温度範囲が狭くなるので、コレステリック構造を形成する際の
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温度制御が困難となる場合がある。
【００５７】
　上記液晶組成物は、必要に応じて、任意の適切な添加剤をさらに含有し得る。添加剤の
具体例は、上記Ｂ項に記載したとおりである。これらの添加剤は、単独で、または２種以
上を組み合わせて用いられ得る。　
【００５８】
　また、本発明においては、特開２００４－４６０６５号公報の（００１８）～（００７
２）に記載のポリアミド、ポリイミド、ポリエステル、ポリエーテルケトン、ポリアミド
イミド、ポリエステルイミドもネガティブＣプレートの形成材料として好ましく用いるこ
とができる。
【００５９】
Ｄ．偏光子
　上記第１の偏光子および第２の偏光子は、代表的には、その吸収軸が互いに直交するよ
うにして配置されている。第１の偏光子の吸収軸の方向は目的に応じて適宜設定され得る
。例えば、液晶セルの視認側に配置された第１の偏光子の吸収軸の方向は、液晶セルの長
手方向に対して実質的に平行であってもよく（この場合、第２の偏光子の吸収軸の方向は
該液晶セルの長手方向に対して直交していている；図２参照）、実質的に直交していても
よい（この場合、第２の偏光子の吸収軸の方向は該液晶セルの長手方向に対して平行であ
る；図３参照）。
【００６０】
　偏光子としては、目的に応じて任意の適切な偏光子が採用され得る。例えば、ポリビニ
ルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フィルム、エチレン
・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素や二色
性染料等の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコールの脱水処理
物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等が挙げられる。これらの
なかでも、ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素などの二色性物質を吸着させて一軸
延伸した偏光子が、偏光二色比が高く特に好ましい。これら偏光子の厚さは特に制限され
ないが、一般的に、１～８０μｍ程度である。
【００６１】
　ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素を吸着させて一軸延伸した偏光子は、例えば
、ポリビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３～７
倍に延伸することで作製することができる。必要に応じてホウ酸や硫酸亜鉛、塩化亜鉛等
を含んでいても良いし、ヨウ化カリウムなどの水溶液に浸漬することもできる。さらに必
要に応じて染色の前にポリビニルアルコール系フィルムを水に浸漬して水洗しても良い。
【００６２】
　ポリビニルアルコール系フィルムを水洗することでポリビニルアルコール系フィルム表
面の汚れやブロッキング防止剤を洗浄することができるだけでなく、ポリビニルアルコー
ル系フィルムを膨潤させることで染色のムラなどの不均一を防止する効果もある。延伸は
ヨウ素で染色した後に行っても良いし、染色しながら延伸しても良いし、また延伸してか
らヨウ素で染色しても良い。ホウ酸やヨウ化カリウムなどの水溶液中や水浴中でも延伸す
ることができる。
【００６３】
Ｅ．保護層
　上記保護層（第１の保護層５１、第２の保護層５２および別の保護層）としては、任意
の適切なフィルムが採用され得る。好ましくは透明保護フィルムである。このようなフィ
ルムの主成分となる材料の具体例としては、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）等のセル
ロース系樹脂や、ポリエステル系、ポリビニルアルコール系、ポリカーボネート系、ポリ
アミド系、ポリイミド系、ポリエーテルスルホン系、ポリスルホン系、ポリスチレン系、
ポリノルボルネン系、ポリオレフィン系、アクリル系、アセテート系等の透明樹脂等が挙
げられる。また、アクリル系、ウレタン系、アクリルウレタン系、エポキシ系、シリコー
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ン系等の熱硬化型樹脂または紫外線硬化型樹脂等も挙げられる。この他にも、例えば、シ
ロキサン系ポリマー等のガラス質系ポリマーも挙げられる。また、特開２００１－３４３
５２９号公報（ＷＯ０１／３７００７）に記載のポリマーフィルムも使用できる。このフ
ィルムの材料としては、例えば、側鎖に置換または非置換のイミド基を有する熱可塑性樹
脂と、側鎖に置換または非置換のフェニル基ならびにニトリル基を有する熱可塑性樹脂を
含有する樹脂組成物が使用でき、例えば、イソブテンとＮ－メチルマレイミドからなる交
互共重合体と、アクリロニトリル・スチレン共重合体とを有する樹脂組成物が挙げられる
。上記ポリマーフィルムは、例えば、前記樹脂組成物の押出成形物であり得る。ＴＡＣ、
ポリイミド系樹脂、ポリビニルアルコール系樹脂、ガラス質系ポリマーが好ましく、ＴＡ
Ｃがさらに好ましい。それぞれの保護層は同一であってもよく異なっていてもよい。
【００６４】
　上記保護層は、透明で、色付きが無いことが好ましい。具体的には、厚み方向の位相差
値が、好ましくは－９０ｎｍ～＋９０ｎｍであり、さらに好ましくは－８０ｎｍ～＋８０
ｎｍであり、最も好ましくは－７０ｎｍ～＋７０ｎｍである。
【００６５】
　上記保護層の厚みとしては、上記の好ましい厚み方向の位相差が得られる限りにおいて
、任意の適切な厚みが採用され得る。具体的には、保護層の厚みは、好ましくは５ｍｍ以
下であり、さらに好ましくは１ｍｍ以下であり、特に好ましくは１～５００μｍであり、
最も好ましくは５～１５０μｍである。
【００６６】
　偏光子の外側（光学補償層と反対側）に設けられる保護層には、必要に応じて、ハード
コート処理、反射防止処理、スティッキング防止処理、アンチグレア処理等が施され得る
。
【００６７】
　Ｆ．接着層　
　上記第１の光学補償層と上記第１のネガティブＣプレートは、第１の接着層（図示せず
）を介して配置され得る。また、上記第２の光学補償層と上記第２のネガティブＣプレー
トは、第２の接着層（図示せず）を介して配置され得る。接着層を用いることで、例えば
本発明における液晶パネルを組み込む際、各層の光学軸の関係がずれることを防止したり
、各層同士が擦れて傷ついたりすることを防ぐことができる。また、層間の界面反射を少
なくし、画像表示装置に用いた際にコントラストを高くすることができる。これらの接着
層は、目的に応じて任意の適切な接着層が選択される。好ましくは任意の適切な接着剤ま
たは粘着剤が用いられる。
【００６８】
　上記接着層を形成する接着剤としては、代表的には、硬化型接着剤が挙げられる。硬化
型接着剤の代表例としては、紫外線硬化型等の光硬化型接着剤、湿気硬化型接着剤、熱硬
化型接着剤が挙げられる。熱硬化型接着剤の具体例としては、エポキシ樹脂、イソシアネ
ート樹脂およびポリイミド樹脂等の熱硬化性樹脂系接着剤が挙げられる。湿気硬化型接着
剤の具体例としては、イソシアネート樹脂系の湿気硬化型接着剤が挙げられる。湿気硬化
型接着剤（特に、イソシアネート樹脂系の湿気硬化型接着剤）が好ましい。湿気硬化型接
着剤は、空気中の水分や被着体表面の吸着水、水酸基やカルボキシル基等の活性水素基等
と反応して硬化するので、接着剤を塗工後、放置することによって自然に硬化させること
ができ、操作性に優れる。さらに、硬化のために高温加熱する必要がないので、光学補償
層などが高温加熱されない。その結果、加熱収縮の心配がないので、本発明のように光学
補償層およびネガティブＣプレートがきわめて薄い場合であっても、積層時の割れ等が防
止され得る。加えて、硬化型接着剤は、硬化後に加熱されてもほとんど伸縮しない。した
がって、光学補償層およびネガティブＣプレートがきわめて薄い場合であって、かつ、得
られる液晶パネルを高温条件下で使用する場合であっても、光学補償層およびネガティブ
Ｃプレートの割れ等が防止され得る。なお、上記イソシアネート樹脂系接着剤とは、ポリ
イソシアネート樹脂系接着剤、ポリウレタン樹脂接着剤の総称である。
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【００６９】
　上記硬化型接着剤は、例えば、市販の接着剤を使用してもよく、上記の各種硬化型樹脂
を溶媒に溶解または分散し、硬化型樹脂接着剤溶液（または分散液）として調製してもよ
い。溶液（または分散液）を調製する場合、当該溶液における硬化型樹脂の含有割合は、
固形分重量が好ましくは１０～８０重量％であり、さらに好ましくは２０～６５重量％で
あり、とりわけ好ましくは２５～６５重量％であり、最も好ましくは３０～５０重量％で
ある。用いられる溶媒としては、硬化型樹脂の種類に応じて任意の適切な溶媒が採用され
得る。具体例としては、酢酸エチル、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、ト
ルエン、キシレン等が挙げられる。これらは、単独で、または２種以上を組み合わせて用
いられ得る。
【００７０】
　上記接着剤の塗工量は、目的に応じて適宜設定され得る。例えば、塗工量は、光学補償
層の面積（ｃｍ２）あたり好ましくは０.３～３ｍｌであり、さらに好ましくは０.５～２
ｍｌであり、最も好ましくは１～２ｍｌである。
【００７１】
　塗工後、必要に応じて、接着剤に含まれる溶媒は、自然乾燥や加熱乾燥によって揮発さ
せられる。このようにして得られる接着剤層の厚みは、好ましくは０．１μｍ～２０μｍ
、さらに好ましくは０．５μｍ～１５μｍ、最も好ましくは１μｍ～１０μｍである。
【００７２】
　接着層の押し込み硬度（Microhardness）は、好ましくは０．１～０．５ＧＰａであり
、さらに好ましくは０．２～０．５ＧＰａであり、最も好ましくは０．３～０．４ＧＰａ
である。なお、押し込み硬度は、ビッカース硬度との相関性が公知であるので、ビッカー
ス硬度にも換算できる。押し込み硬度は、例えば、日本電気株式会社（ＮＥＣ）製の薄膜
硬度計（例えば、商品名ＭＨ４０００、商品名ＭＨＡ－４００）を用いて、押し込み深さ
と押し込み荷重とから算出することができる。
【００７３】
　上記粘着剤としては、特に光学的透明性に優れ、適度なぬれ性と凝集性と接着性の粘着
特性を示して、耐候性や耐熱性などに優れるという点で、アクリル系重合体をベースポリ
マーとするアクリル系粘着剤が好ましく用いられる。該粘着剤の好適な厚みは、一般には
、１～１００μｍであり、好ましくは５～８０μｍであり、特に好ましくは１０～５０μ
ｍである。
【００７４】
Ｇ．液晶パネルの製造方法
Ｇ－１．液晶パネルの製造方法
　本発明の別の局面においては、液晶パネルの製造方法が提供される。好ましい実施形態
における、液晶パネルの製造方法は、第１の保護層の表面に配向処理を施す工程と；該第
１の保護層の配向処理を施した表面に、第１の光学補償層を形成する工程と；第１の保護
層の表面に、第１の偏光子を積層する工程と；第１のネガティブＣプレートを該第１の光
学補償層の第１の保護層とは反対側の表面に貼り合わせて第１の積層体を得る工程と；該
第１の積層体の第１のネガティブＣプレート側を液晶セルの一方の面に貼り合わせる工程
とを含み、
　第２の保護層の表面に配向処理を施す工程と；該第２の保護層の配向処理を施した表面
に、第２の光学補償層を形成する工程と；第２の保護層の表面に、第２の偏光子を積層す
る工程と；第２のネガティブＣプレートを該第２の光学補償層の第２の保護層とは反対側
の表面に貼り合わせて第２の積層体を得る工程と；該第２の積層体の第２のネガティブＣ
プレート側を液晶セルの他方の面に貼り合わせる工程とを含む。この製造方法において、
第１のネガティブＣプレートと第２のネガティブＣプレートは液晶パネルのそれぞれの側
に配置される。
【００７５】
　このような製造方法によれば、例えば、図１に示すような液晶パネルが得られる。上記
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の各工程の順序等は、目的に応じて適宜変更され得る。例えば、偏光子の積層工程は、偏
光子をあらかじめ保護層に積層しておいてもよく、光学補償層を保護層に形成した後に偏
光子を積層してもよい。以下、各工程の詳細について説明する。
【００７６】
Ｇ－２．光学補償層の形成方法
　以下に光学補償層の代表的な形成方法を示す。この方法は、第１の光学補償層のみに限
定されず、第２の光学補償層も同様の方法で形成され得る。光学補償層の代表的な形成方
法における手順は以下の通りである。まず、光学補償層を形成する液晶材料を保護層（詳
細は上記Ｅ項に記載）に塗工し、当該液晶材料を保護層上で配向させる。具体的には、液
晶材料を適切な溶媒に溶解または分散した塗工液を調製し、この塗工液を、配向処理（後
述）を施した保護層表面に塗工すればよい。当該液晶材料の配向は、使用した液晶材料の
種類に応じて、液晶相を示す温度で処理することにより行われる。このような温度処理を
行うことにより、液晶材料が液晶状態をとり、上記保護層表面の配向方向に応じて当該液
晶材料が配向する。これによって、光学補償層が形成される。配向処理を施した保護層の
表面に液晶材料を塗工して光学補償層を形成することで、保護層と光学補償層の間に接着
剤および粘着剤等を用いる必要がない。この結果、本発明における液晶パネルの薄型化に
大きく寄与することができる。なお、偏光子の製造方法は上記Ｄ項に記載の通りである。
【００７７】
　保護層の配向処理としては、本発明における適切な液晶パネルおよび液晶表示装置が得
られる限りにおいて、任意の適切な配向処理が用いられる。例えば、ラビング処理、斜方
蒸着法、延伸処理、光配向処理、磁場配向処理、電場配向処理が挙げられるが、好ましく
は、ラビング処理である。この配向処理は、保護層の表面に直接施してもよく、任意の適
切な配向膜（代表的には、シランカップリング剤層、ポリビニルアルコール層またはポリ
イミド層）を形成し、当該配向膜に施してもよい。例えば、ラビング処理は、保護層表面
に直接施されるのが好ましい。
【００７８】
　上記ラビング処理の方法は、好ましくは、長尺基材フィルムの表面をラビングロールに
よって擦るラビング処理工程において、金属表面を有する搬送ベルトによって上記長尺基
材フィルムを支持して搬送すると共に、上記長尺基材フィルムを支持する搬送ベルトの下
面を支持し上記ラビングロールに対向するように複数のバックアップロールを配設し、以
下の式（１）で定義されるラビング強度ＲＳを好ましくは８００ｍｍ以上、より好ましく
は８５０ｍｍ以上、さらに好ましくは１０００ｍｍ以上、特に好ましくは２２００ｍｍ以
上に設定するという方法である。
【００７９】
　ＲＳ＝Ｎ・Ｍ（１＋２πｒ・ｎｒ／ｖ）　・・・（１）
【００８０】
　ここで、Ｎはラビング回数（ラビングロールの個数）（無次元量）を、Ｍはラビングロ
ールの押し込み量（ｍｍ）を、πは円周率を、ｒはラビングロールの半径（ｍｍ）を、ｎ
ｒはラビングロールの回転数（ｒｐｍ）を、ｖは長尺基材フィルムの搬送速度（ｍｍ／ｓ
ｅｃ）を意味する。なお、後述のように、ラビングロールに起毛布が巻回されている場合
は、ｒは起毛布部分を含めたラビングロールの半径（ｍｍ）を意味する。
【００８１】
　上記方法によれば、（１）ラビング処理を施す際に、長尺基材フィルムを支持して搬送
する搬送ベルトの下面を支持する複数のバックアップロールを配設することにより、ラビ
ングロールの押し込み量を大きくしたとしても、安定した状態でラビング処理を施すこと
が可能であり、（２）長尺基材フィルムにブロッキングが生じているような場合であって
も、上記「ラビング強度」と称されるパラメータの値を所定値以上とすることにより、均
一な配向特性（均一な光学特性）を得ることが可能であり、（３）ロールｔｏロール方式
によって長尺基材フィルムに連続的にラビング処理を施すことが可能であるため低コスト
が実現可能となる。なお、上記方法における「ラビングロールの押し込み量」とは、上記
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長尺基材フィルム表面に対してラビングロールの位置を変動させた場合において、ラビン
グロールが最初に長尺基材フィルムの表面に接した位置を原点（０点）とし、上記原点か
ら長尺基材フィルムに向けてラビングロールを押し込んだ量（位置の変動量）を意味する
。なお、後述のように、ラビングロールに起毛布が巻回されている場合は、ラビングロー
ルに巻回した起毛布の毛先が最初に長尺基材フィルムの表面に接した位置を原点（０点）
とする。
【００８２】
　上記ラビング処理の方法において、ラビング処理を施す際に、長尺基材フィルムを支持
して搬送する搬送ベルトの下面を支持する複数の棒状のバックアップロールを互いに略平
行に配設することにより、バックアップロールに支持される搬送ベルトの平坦度が高まり
易い。この場合、隣接するバックアップロールの軸間距離を５０ｍｍよりも小さく設定す
る場合には、バックアップロールの外形を必然的に小さくする必要がある。この場合、長
尺基材フィルムの搬送速度が一定であるとすると、バックアップロールの外径が大きい場
合に比べて、ラビング処理時にバックアップロールが高速回転することになり、この際に
発生する熱によって、搬送ベルトに支持された長尺基材フィルムが変形する等の問題が生
じるおそれがある。一方、隣接するバックアップロールの軸間距離を９０ｍｍよりも大き
く設定する場合には、搬送ベルトの平坦度が低下することにより、配向ムラが生じ、外観
不良が発生し易いという問題がある。したがって、このような問題を回避するには、隣接
するバックアップロールの軸間距離は、５０ｍｍ以上９０ｍｍ以下に設定することが好ま
しく、６０ｍｍ以上８０ｍｍ以下に設定することがより好ましい。この好ましい構成によ
れば、長尺基材フィルムに、より一層、均一な配向特性を付与することができ、ひいては
、より一層、均一な光学特性を有する光学補償層を形成することが可能である。
【００８３】
　上記バックアップロールの外径（直径）を３０ｍｍよりも小さく設定する場合には、長
尺基材フィルムの搬送速度が一定であるとすると、バックアップロールの外径が大きい場
合に比べて、ラビング処理時にバックアップロールが高速回転することになり、この際に
発生する熱によって、搬送ベルトに支持された長尺基材フィルムが変形する等の問題が生
じるおそれがある。一方、バックアップロールの外径を８０ｍｍよりも大きく設定する場
合には、搬送ベルトの平坦度が低下することにより、配向ムラが生じ、外観不良が発生し
易いという問題がある。したがって、このような問題を回避するには、上記バックアップ
ロールの外径は、３０ｍｍ以上８０ｍｍ以下に設定することが好ましく、４０ｍｍ以上７
０ｍｍ以下に設定することがより好ましい。
【００８４】
　本発明において、上記ラビングロールには起毛布が巻回されていることが好ましい。上
記起毛布としては、例えば、レーヨン、コットン、ナイロン、およびこれらの混合物のい
ずれかを用いることが好ましい。
【００８５】
　上記搬送ベルトの厚みとしては、容易に弛まないようにする一方で可とう性を付与する
べく、好ましくは０．５～２．０ｍｍの範囲、より好ましくは０．７～１．５ｍｍの範囲
である。
【００８６】
　以下、図面を参照しつつ、上記ラビング方法の一例について説明する。
【００８７】
　図９は、上記ラビング処理の方法を実施するためのラビング処理装置の概略構成を示す
斜視図である。図９に示すように、上記ラビング処理装置は、駆動ロール１、２と、駆動
ロール１、２間に架設され、長尺基材フィルムＦを支持して搬送する無限軌道の搬送ベル
ト３と、搬送ベルト３の上方において上下方向に昇降可能に配設されたラビングロール４
と、長尺基材フィルムＦを支持する搬送ベルト３の下面を支持しラビングロール４に対向
するように配設された複数（この例では５つ）の棒状のバックアップロール５とを備えて
いる。なお、ラビング処理装置の前後には、必要に応じて適切な静電気除去装置や除塵装
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置等を設置しても良い。本発明においてラビング処理装置には、バックアップロールが２
～６個配設されていることが好ましい。
【００８８】
　搬送ベルト３は、長尺基材フィルムＦを支持する側の表面が鏡面仕上げされた金属表面
（搬送ベルト３全体を金属製としてもよい）とされている。このような金属としては、銅
や鋼等の各種金属材料を用いることができるが、強度、硬度、耐久性の点より、ステンレ
ス鋼を用いることが好ましい。長尺基材フィルムＦとの密着性を確保するため、鏡面仕上
げの程度としては、算術平均表面粗さＲａ（ＪＩＳ　Ｂ　０６０１（１９９４年度版））
を０．０２μｍ以下とすることが好ましく、より好ましくは０．０１μｍ以下である。ま
た、長尺基材フィルムＦの弛みを防止するには、これを支持する搬送ベルト３の弛みを防
止する必要がある。搬送ベルト３の弛みを防止すると共に、駆動ロール１、２間に架設す
るために、ある程度の可とう性を付与する必要があることに鑑みれば、搬送ベルト３の厚
みは、０．５～２．０ｍｍの範囲とすることが好ましく、より好ましくは０．７～１．５
ｍｍの範囲とされる。また、搬送ベルト３の弛みを防止すると共に、搬送ベルト３の張力
強度を考慮すれば、搬送ベルト３に付与する張力は、０．５～２０ｋｇ重／ｍｍ２の範囲
にすることが好ましく、より好ましくは、２～１５ｋｇ重／ｍｍ２の範囲にすることであ
る。
【００８９】
　ラビングロール４は、その外周面に起毛布が巻回されていることが好ましい。起毛布の
材質や形状等は、ラビング処理を施される長尺基材フィルムＦの材質に応じて適宜選択す
ればよい。一般的には、起毛布として、レーヨン、コットン、ナイロン、またはこれらの
混合物等を適用することができる。この例に係るラビングロール４の回転軸は、長尺基材
フィルムＦの搬送方向（図９の矢符で示す方向）に対して直角方向から傾斜（例えば、傾
斜角度０度～５０度）させることができるように、すなわち、長尺基材フィルムＦの長辺
（長手方向）に対して任意の軸角度に設定できるように構成されている。また、ラビング
ロール４の回転方向は、ラビング処理の条件に応じて適宜選択可能である。
【００９０】
　複数のバックアップロール５は、前述のように、長尺基材フィルムＦを支持する搬送ベ
ルト３の下面を支持しラビングロール４に対向するように配設されている。複数のバック
アップロール５が配設されていることにより、ラビングロール４の回転軸を傾斜させた状
態で押し込んだとしても、また、ラビングロール４の押し込み量を大きくしたとしても、
安定した状態でラビング処理を施すことが可能である。
【００９１】
　上記ラビング装置を用いて長尺基材フィルムＦにラビング処理を施すに際し、所定のロ
ール（図示せず）に巻回した状態の長尺基材フィルムＦが、複数の搬送ロール（図示せず
）を経て搬送ベルト３上に供給される。そして、駆動ロール１、２を回転駆動させること
により、搬送ベルト３の上部が図９の矢符で示す方向に移動し、これに伴い、長尺基材フ
ィルムＦも搬送ベルト３と共に搬送され、ラビングロール４によってラビング処理が施さ
れることになる。
【００９２】
　本例のラビング処理工程においては、以下の式（１）で定義されるラビング強度ＲＳを
、好ましくは８００ｎｍ以上、より好ましくは８５０ｎｍ以上、さらに好ましくは１００
０ｎｍ以上、特に好ましくは２２００ｎｍ以上に設定している。
【００９３】
　ＲＳ＝Ｎ・Ｍ（１＋２πｒ・ｎｒ／ｖ）　・・・（１）
【００９４】
　図１０は、図９に示すラビング処理装置を部分的に表す正面図であり、図１０（ａ）は
ラビングロール４近傍の正面図を、図１０（ｂ）はラビングロール４と長尺基材フィルム
Ｆ表面との接触箇所近傍を拡大して示す正面図である。前述のように、上記式（１）にお
いて、Ｎはラビング回数（ラビングロール４の個数に相当し、この例では１）（無次元量
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）を、Ｍはラビングロール４の押し込み量（ｍｍ）を、πは円周率を、ｒはラビングロー
ル４（起毛布４ａを含む）の半径（ｍｍ）を、ｎｒはラビングロールの回転数（ｒｐｍ）
を、ｖは長尺基材フィルムＦの搬送速度（ｍｍ／ｓｅｃ）を意味する。なお、ラビングロ
ールの押し込み量Ｍとは、図１０（ｂ）に示すように、長尺基材フィルムＦ表面に対して
ラビングロール４の位置を変動させた場合において、ラビングロール４に巻回した起毛布
４ａの毛先が最初に長尺基材フィルムＦの表面に接した位置（図１０（ｂ）において破線
で示す位置）を原点（０点）とし、上記原点から長尺基材フィルムＦに向けてラビングロ
ール４を押し込んだ量（図１０（ｂ）において実線で示す位置まで押し込んだ量）を意味
する。
【００９５】
　上記のように、ラビング強度ＲＳを好ましくは８００ｎｍ以上、より好ましくは８５０
ｎｍ以上、さらに好ましくは１０００ｎｍ以上、特に好ましくは２２００ｎｍ以上に設定
することにより、たとえ、長尺基材フィルムＦにブロッキングが生じていたとしても均一
な配向特性を付与することができ、ひいては、均一な光学特性を有する光学補償層を製造
することが可能である。ラビング強度ＲＳの上限値を、好ましくは５０００ｎｍ以下、よ
り好ましくは４０００ｎｍ以下、さらに好ましくは３０００ｎｍ以下に設定することによ
り、長尺基材フィルムＦ表面のラビング埃を減少させることが可能となる。その結果、表
示特性において、ラビング埃が原因の輝点を減少させることができるので、表示品位を向
上させることができる。なお、本例に係るラビング処理の適用対象となる長尺基材フィル
ムＦとしては、その表面をラビング処理するか或いはその表面に形成した配向膜をラビン
グ処理することにより、表面に塗布した液晶化合物を配向させることのできる機能が付与
される限りにおいて、その材質に特に制限はなく、上記した長尺基材フィルムが適用可能
である。
【００９６】
　なお、ラビング強度ＲＳを好ましくは８００ｎｍ以上、より好ましくは８５０ｎｍ以上
、さらに好ましくは１０００ｎｍ以上、特に好ましくは２２００ｎｍ以上に設定する限り
において、その他のラビング処理条件（各パラメータ）は、任意に選択可能であり、上記
長尺基材フィルムＦの搬送速度ｖは、例えば、好ましくは１～５０ｍ／ｍｉｎの範囲、よ
り好ましくは１～１０ｍ／ｍｉｎの範囲であり、ラビングロール４の回転数ｎｒは、例え
ば、好ましくは１～３０００ｒｐｍの範囲、より好ましくは５００～２０００ｒｐｍの範
囲、さらに好ましくは８００～１５００ｒｐｍの範囲であり、ラビングロール４の押し込
み量Ｍは、例えば、好ましくは１００～２０００μｍの範囲、より好ましくは１００～１
０００μｍの範囲である。
【００９７】
　なお、本例では、好ましい構成として、互いに略平行に配設された複数の棒状のバック
アップロール５について、隣接する各バックアップロール５の軸間距離（図１０（ａ）の
Ｌ１～Ｌ４）が、好ましくは５０ｍｍ以上９０ｍｍ以下、より好ましくは６０ｍｍ以上８
０ｍｍ以下に設定されている。このような構成により、バックアップロール５に支持され
る搬送ベルト３の平坦度が高まり易い。また、軸間距離Ｌ１～Ｌ４が５０ｍｍ以上に設定
されているため（これにより、バックアップロール５の外径が必然的にある程度大きくな
る）、ラビング処理時にバックアップロール５が高速回転することがなく、この際に発生
する熱によって、搬送ベルト３に支持された長尺基材フィルムＦが変形する等の問題が生
じ難い。さらには、軸間距離Ｌ１～Ｌ４が９０ｍｍ以下に設定されているため、搬送ベル
ト３の平坦度が低下することもなく、長尺基材フィルムＦに均一な配向特性を付与するこ
とができる。各バックアップロール５の外径は、好ましくは３０ｍｍ以上８０ｍｍ以下、
より好ましくは４０ｍｍ以上７０ｍｍ以下に設定される。バックアップロール５の外径を
３０ｍｍ以上に設定することにより、ラビング処理時にバックアップロール５が高速回転
することがなく、この際に発生する熱によって、搬送ベルト３に支持された長尺基材フィ
ルムＦが変形する等の問題が生じ難い。また、バックアップロール５の外径を８０ｍｍ以
下に設定することにより、搬送ベルト３の平坦度が低下することもなく、長尺基材フィル
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ムＦに均一な配向特性を付与することができる。なお、本例では、バックアップロール５
が棒状ロールからなる場合を例に挙げて説明したが、本発明はこれに限るものではなく、
バックアップロール５として、複数の球状体を具備するプレート（ベアリングプレート）
を適用することも可能である。
【００９８】
　上記配向処理の方向は、偏光子を積層した場合に偏光子の吸収軸と所定の角度をなすよ
うな方向である。この配向方向は、形成される光学補償層の遅相軸の方向と実質的に同一
である。したがって、上記所定の角度は、好ましくは＋４０°～＋５０°または－４０°
～－５０°であり、さらに好ましくは＋４２°～＋４８°または－４２°～－４８°であ
り、特に好ましくは＋４４°～＋４６°または－４４°～－４６°である。
【００９９】
　上記溶媒としては、上記液晶材料を溶解または分散し得る任意の適切な溶媒が採用され
得る。使用される溶媒の種類は、液晶材料の種類等に応じて適宜選択され得る。溶媒の具
体例としては、クロロホルム、ジクロロメタン、四塩化炭素、ジクロロエタン、テトラク
ロロエタン、塩化メチレン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、クロロベンゼ
ン、オルソジクロロベンゼン等のハロゲン化炭化水素類、フェノール、ｐ－クロロフェノ
ール、ｏ－クロロフェノール、ｍ－クレゾール、ｏ－クレゾール、ｐ－クレゾールなどの
フェノール類、ベンゼン、トルエン、キシレン、メシチレン、メトキシベンゼン、１，２
－ジメトキシベンゼン等の芳香族炭化水素類、アセトン、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）
、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、シクロペンタノン、２－ピロリドン、Ｎ
－メチル－２－ピロリドン等のケトン系溶媒、酢酸エチル、酢酸ブチル、酢酸プロピルな
どのエステル系溶媒、ｔ－ブチルアルコール、グリセリン、エチレングリコール、トリエ
チレングリコール、エチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールジメ
チルエーテル、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、２－メチル－２，４－
ペンタンジオールのようなアルコール系溶媒、ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトア
ミドのようなアミド系溶媒、アセトニトリル、ブチロニトリルのようなニトリル系溶媒、
ジエチルエーテル、ジブチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジオキサンのようなエーテ
ル系溶媒、あるいは二硫化炭素、エチルセロソルブ、ブチルセロソルブ、酢酸エチルセロ
ソルブ等が挙げられる。好ましくは、トルエン、キシレン、メシチレン、ＭＥＫ、メチル
イソブチルケトン、シクロヘキサノン、エチルセロソルブ、ブチルセロソルブ、酢酸エチ
ル、酢酸ブチル、酢酸プロピル、酢酸エチルセロソルブである。これらの溶媒は、単独で
、または２種類以上を組み合わせて用いられ得る。
【０１００】
　上記塗工液における液晶材料の含有量は、液晶材料の種類や目的とする層の厚み等に応
じて適宜設定され得る。具体的には、液晶材料の含有量は、好ましくは５～５０重量％で
あり、さらに好ましくは１０～４０重量％であり、最も好ましくは１５～３０重量％であ
る。
【０１０１】
　上記塗工液の塗工量は、塗工液の濃度や目的とする層の厚み等に応じて適宜設定され得
る。例えば、塗工液の液晶材料濃度が２０重量％である場合、塗工量は、基材の面積（１
００ｃｍ2）あたり好ましくは０．０２～０．０８ｍｌであり、さらに好ましくは０．０
３～０．０７ｍｌであり、最も好ましくは０．０４～０．０６ｍｌである。
【０１０２】
　塗工方法としては、任意の適切な方法が採用され得る。具体例としては、ロールコート
法、スピンコート法、ワイヤーバーコート法、ディップコート法、エクストルージョン法
、カーテンコート法、スプレーコート法等が挙げられる。
【０１０３】
　上記液晶材料の配向は、使用した液晶材料の種類に応じて、液晶相を示す温度で処理す
ることにより行われる。このような温度処理を行うことにより、液晶材料が液晶状態をと
り、基材表面の配向方向に応じて当該液晶材料が配向する。これによって、第１の光学補
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償層が形成される。
【０１０４】
　上記のように処理温度は、液晶材料の種類に応じて適宜決定され得る。具体的には、処
理温度は、好ましくは４０～１２０℃であり、さらに好ましくは５０～１００℃であり、
最も好ましくは６０～９０℃である。また、処理時間は、好ましくは３０秒以上であり、
さらに好ましくは１分以上であり、特に好ましくは２分以上、最も好ましくは４分以上で
ある。処理時間が３０秒未満である場合には、液晶材料が十分に液晶状態をとらない場合
がある。一方、処理時間は、好ましくは１０分以下であり、さらに好ましくは８分以下で
あり、最も好ましくは７分以下である。処理時間が１０分を超えると、添加剤が昇華する
おそれがある。
【０１０５】
　また、液晶材料として上記Ｂ項に記載のような液晶モノマー（重合性モノマーおよび架
橋性モノマー）を用いる場合には、上記塗工により形成された層に、さらに重合処理また
は架橋処理を施すことが好ましい。重合処理を行うことにより、上記液晶モノマーが重合
し、液晶モノマーがポリマー分子の繰り返し単位として固定される。また、架橋処理を行
うことにより、上記液晶モノマーが３次元の網目構造を形成し、液晶モノマーが架橋構造
の一部として固定される。結果として、液晶材料の配向状態が固定される。
【０１０６】
　上記重合処理または架橋処理の具体的手順は、使用する重合開始剤や架橋剤の種類によ
って適宜選択され得る。例えば、光重合開始剤または光架橋剤を使用する場合には光照射
を行えばよく、紫外線重合開始剤または紫外線架橋剤を使用する場合には紫外線照射を行
えばよく、熱による重合開始剤または架橋剤を使用する場合には加熱を行えばよい。光ま
たは紫外線の照射時間、照射強度、合計の照射量等は、液晶材料の種類、基材の種類およ
び配向処理の種類、光学補償層に所望される特性等に応じて適宜設定され得る。同様に、
加熱温度、加熱時間等も適宜設定され得る。
【０１０７】
　実用的には、光学補償層の保護層とは反対側の表面は、ネガティブＣプレートが貼り合
わされるまでの間、任意の適切なセパレーターによってカバーされてもよい。セパレータ
ーを有することで、汚染が防止され得る。セパレーターは、例えば、任意の適切なフィル
ムに、必要に応じて、シリコーン系、長鎖アルキル系、フッ素系、硫化モリブデン等の剥
離剤による剥離コートを設ける方法等によって形成され得る。
【０１０８】
Ｇ－３.ネガティブＣプレートの形成方法
　以下にネガティブＣプレートの形成方法の代表例を示す。これらの方法は、第１のネガ
ティブＣプレートに限らず、第２のネガティブＣプレートも同様の方法で形成され得る。
ネガティブＣプレートの代表的な形成方法における手順は以下の通りである。
【０１０９】
Ｇ－３－１．コレステリック配向固化層の形成方法
　まず、一例として、コレステリック配向固化層の形成方法について説明する。上記形成
方法としては、所望のコレステリック配向固化層が得られる限りにおいて任意の適切な方
法が採用され得る。コレステリック配向固化層の代表的な形成方法は、液晶組成物（例え
ば、液晶材料およびカイラル剤を含む）を基材に塗工し、液晶組成物に含まれる液晶材料
を基材上で配向させる。具体的には、液晶組成物を適切な溶媒に溶解または分散した塗工
液を調製し、この塗工液を、必要に応じて適切な配向処理を施した基材表面に塗工すれば
よい。当該液晶材料の配向は、使用した液晶材料がコレステリック配向となるように、加
熱処理を施す工程と；重合処理および架橋処理の少なくとも１つを施して、当該液晶材料
の配向を固定する工程とを含む。以下、液晶組成物を用いた場合のネガティブＣプレート
のさらに具体的な形成方法の手順を説明する。
【０１１０】
　上記液晶組成物を含有する塗工液の粘度は、上記液晶材料の含有量や温度に応じて変化
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し得る。例えば、ほぼ室温（２０～３０℃）において液晶材料の濃度が５～７０重量％で
ある場合、当該塗工液の粘度は、好ましくは０．２～２０ｍＰａ・ｓであり、さらに好ま
しくは０．５～１５ｍＰａ・ｓであり、最も好ましくは１～１０ｍＰａ・ｓである。より
具体的には、液晶材料の濃度が３０重量％である場合、当該塗工液の粘度は、好ましくは
２～５ｍＰａ・ｓであり、さらに好ましくは３～４ｍＰａ・ｓである。塗工液の粘度が０
．２ｍＰａ・ｓ以上であれば、塗工液を走行することによる液流れの発生を非常に良好に
防止することができる。また、塗工液の粘度が２０ｍＰａ・ｓ以下であれば、厚みムラが
なく、非常に優れた表面平滑性を有するネガティブＣプレートが得られる。さらに、塗工
性にも優れる。
【０１１１】
　次に、上記液晶組成物を含有する塗工液を、基材上に塗工して展開層を形成する。展開
層を形成する方法としては、任意の適切な方法（代表的には、液晶組成物含有塗工液を流
動展開させる方法）が採用され得る。具体例としては、ロールコート法、スピンコート法
、ワイヤーバーコート法、ディップコート法、エクストルージョン法、カーテンコート法
、スプレーコート法が挙げられる。中でも、塗工効率の観点からスピンコート法、エクス
トルージョンコート法が好ましい。
【０１１２】
　上記液晶組成物を含有する塗工液の塗工量は、塗工液の濃度や目的とする層の厚み等に
応じて適宜設定され得る。例えば、塗工液の液晶材料濃度が２０重量％である場合、塗工
量は、基材の面積（１００ｃｍ2）あたり好ましくは０．０３～０．１７ｍｌであり、さ
らに好ましくは０．０５～０．１５ｍｌであり、最も好ましくは０．０８～０．１２ｍｌ
である。
【０１１３】
　上記基材としては、液晶材料を配向させることができる任意の適切な基材が採用され得
る。代表的には、各種プラスチックフィルムが挙げられる。プラスチックとしては、特に
制限されないが、例えば、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）、ポリエチレン、ポリプロ
ピレン、ポリ（４－メチルペンテン－１）ノルボルネン系ポリオレフィン等のポリオレフ
ィン、ポリイミド、ポリイミドアミド、ポリエーテルイミド、ポリアミド、ポリエーテル
エーテルケトン、ポリエーテルケトン、ポリケトンサルファイド、ポリエーテルスルホン
、ポリスルホン、ポリフェニレンサルファイド、ポリフェニレンオキサイド、ポリエチレ
ンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリアセ
タール、ポリカーボネート、ポリアリレート、アクリル樹脂、ポリビニルアルコール、ポ
リプロピレン、セルロース系プラスチックス、エポキシ樹脂、フェノール樹脂が挙げられ
る。また、アルミ、銅、鉄等の金属製基材、セラミック製基材、ガラス製基材等の表面に
、上記のようなプラスチックフィルムやシートを配置したものも使用できる。また、上記
基材あるいは上記プラスチックフィルムまたはシートの表面にＳｉＯ２斜方蒸着膜を形成
したものも使用できる。基材の厚みは、好ましくは５～５００μｍであり、さらに好まし
くは１０～２００μｍであり、最も好ましくは１５～１５０μｍである。このような厚み
であれば、基材として十分な強度を有するので、例えば製造時に破断する等の問題の発生
を防止できる。これらの基材は、必要に応じてその表面に適切な配向処理を施してもよい
。
【０１１４】
　次に、上記液晶組成物に加熱処理を施すことによって、液晶材料が液晶相を示す状態で
配向させる。液晶組成物には、上記液晶材料と共にカイラル剤が含まれているので、上記
液晶材料が、液晶相を示す状態でねじりを付与されて配向する。その結果、液晶材料がコ
レステリック構造（らせん構造）を示す。
【０１１５】
　上記加熱処理の温度条件は、上記液晶材料の種類（具体的には、液晶材料が液晶性を示
す温度）に応じて適宜設定され得る。好ましくは上記Ｇ－２項の記載と同様にして行われ
る。
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【０１１６】
　次に、上記液晶組成物がコレステリック構造を示した状態で、重合処理または架橋処理
を施すことにより、液晶材料の配向（コレステリック構造）を固定する。より具体的には
、重合処理を行うことにより、上記液晶材料（重合性モノマー）および／またはカイラル
剤（重合性カイラル剤）が重合し、重合性モノマーおよび／または重合性カイラル剤がポ
リマー分子の繰り返し単位として固定される。また、架橋処理を行うことにより、上記液
晶材料（架橋性モノマー）および／またはカイラル剤が３次元の網目構造を形成し、当該
架橋性モノマーおよび／またはカイラル剤が架橋構造の一部として固定される。結果とし
て、液晶材料の配向状態が固定される。なお、液晶材料が重合または架橋して形成される
ポリマーまたは３次元網目構造は「非液晶性」であり、したがって、形成されたネガティ
ブＣプレートにおいては、例えば、液晶分子に特有の温度変化による液晶相、ガラス相、
結晶相への転移が起きることはない。したがって、温度による配向変化が生じない。その
結果、形成されたネガティブＣプレートは、温度に影響を受けることがない高性能のネガ
ティブＣプレートとして使用できる。さらに、当該ネガティブＣプレートは、選択反射の
波長域が１００ｎｍ～３５０ｎｍの範囲に最適化されているので、光もれ等を顕著に抑制
できる。
【０１１７】
　上記重合処理または架橋処理の具体的手順は、使用する重合開始剤や架橋剤の種類によ
って適宜選択され得る。例えば、光重合開始剤または光架橋剤を使用する場合には光照射
を行えばよく、紫外線重合開始剤または紫外線架橋剤を使用する場合には紫外線照射を行
えばよく、熱による重合開始剤または架橋剤を使用する場合には加熱を行えばよい。光ま
たは紫外線の照射時間、照射強度、合計の照射量等は、液晶材料の種類、基材の種類、ネ
ガティブＣプレートに所望される特性等に応じて適宜設定され得る。同様に、加熱温度、
加熱時間等も目的に応じて適宜設定され得る。
【０１１８】
　次に、基材上に形成されネガティブＣプレートを光学補償層の表面に貼り合わせる。例
えば、第１のネガティブＣプレートについて説明すると、基材上に形成された第１のネガ
ティブＣプレートは第１の光学補償層の表面に貼り合わされる。このとき、ネガティブＣ
プレートは第１の光学補償層の第１の偏光子とは反対側の面に貼り合わされる。
【０１１９】
　貼り合わせの方法は本発明の効果が得られる限り、適切な方法が採用され得る。好まし
くは第１のネガティブＣプレートは第１の光学補償層の表面に転写される。転写方法は特
に限定されず、例えば、基材に支持された第１のネガティブＣプレートは第１の接着層を
介して第１の光学補償層に貼り合わされる。第１の接着層は、例えば、上記Ｆ項に記載の
ものを挙げることができる。最後に、上記基材を上記第１のネガティブＣプレートから剥
離すれば、上記第１の光学補償層と上記第１のネガティブＣプレートとの積層が完了する
。なお、ここでは第１のネガティブＣプレートについて説明したが、第２のネガティブＣ
プレートについても同様に第２の光学補償層の表面に貼り合わせることができる。
【０１２０】
　ネガティブＣプレートの形成方法の上記のような代表例は、液晶材料として液晶モノマ
ー（例えば、重合性モノマーまたは架橋性モノマー）を使用しているが、本発明において
はネガティブＣプレートの形成方法はこのような方法に限定されず、液晶ポリマーを使用
する方法であってもよい。ただし、上記のような液晶モノマーを用いる方法が好ましい。
液晶モノマーを使用することにより、より優れた光学補償機能を有し、かつ、より薄い光
学補償層が形成され得る。具体的には、液晶モノマーを使用すれば、選択反射の波長域を
より一層制御し易い。さらに、塗工液の粘度等の設定が容易であるので、薄いネガティブ
Ｃプレートの形成が一層容易になり、かつ、取り扱い性にも非常に優れる。加えて、得ら
れるネガティブＣプレートの表面平坦性がさらに優れたものとなる。また、液晶モノマー
を用いる方が耐熱性に優れている点でより好ましい。
【０１２１】
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Ｇ－３－２．非液晶ポリマーから形成する方法
　次に、非液晶ポリマーを用いネガティブＣプレートを形成する場合について説明する。
上記形成方法としては、所望のネガティブＣプレートが得られる限りにおいて任意の適切
な方法が採用され得る。ネガティブＣプレートの代表的な形成方法は、非液晶ポリマーを
適切な溶媒に溶解または分散した塗工液を調製し、この塗工液を、必要に応じて適切な配
向処理を施した基材表面に塗工し、加熱乾燥を行う。以下、非液晶ポリマーを用いた場合
のネガティブＣプレートのさらに具体的な形成方法の手順を説明する。
【０１２２】
　非液晶ポリマーとしては、上記Ｃ項に記載のポリアミド、ポリイミド、ポリエステル、
ポリエーテルケトン、ポリアミドイミド、ポリエステルイミドが挙げられる。これらのポ
リマーは、いずれか一種類を単独で使用してもよく、例えば、ポリアリールエーテルケト
ンとポリアミドとの混合物のように、異なる官能基を持つ２種以上の混合物として使用し
てもよい。このようなポリマーの中でも、高透明性、高配向性、高延伸性であることから
、ポリイミドが特に好ましい。
【０１２３】
　上記塗工液の溶媒は、特に制限されず、例えば、クロロホルム、ジクロロメタン、四塩
化炭素、ジクロロエタン、テトラクロロエタン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチ
レン、クロロベンゼン、オルソジクロロベンゼン等のハロゲン化炭化水素類；フェノール
、バラクロロフェノール等のフェノール類；ベンゼン、トルエン、キシレン、メトキシベ
ンゼン、１,２-ジメトキシベンゼン等の芳香族炭化水素類；アセトン、メチルエチルケト
ン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、シクロペンタノン、２-ピロリドン、
Ｎ-メチル-２-ピロリドン等のケトン系溶媒；酢酸エチル、酢酸ブチル等のエステル系溶
媒；ｔ－ブチルアルコール、グリセリン、エチレングリコール、トリエチレングリコール
、エチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、プ
ロピレングリコール、ジプロピレングリコール、２-メチル-２,４-ペンタンジオールのよ
うなアルコール系溶媒；ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミドのようなアミド系
溶媒；アセトニトリル、ブチロニトリルのようなニトリル系溶媒；ジエチルエーテル、ジ
ブチルエーテル、テトラヒドロフランのようなエーテル系溶媒；あるいは二硫化炭素、エ
チルセルソルブ、ブチルセルソルブ等が挙げられる。中でも、メチルイソブチルケトンが
好ましい。非液晶材料に対して高い溶解性を示し、かつ、基板を侵食しないからである。
これらの溶媒は、単独で、または、２種以上を組み合わせて用いられ得る。
【０１２４】
　上記塗工液における上記非液晶性ポリマーの濃度は、上記のようなネガティブＣプレー
トが得られ、かつ塗工可能であれば、任意の適切な濃度が採用され得る。例えば、塗工液
は、溶媒１００重量部に対して、非液晶性ポリマーを好ましくは５～５０重量部、さらに
好ましくは５～４０重量部含む。このような濃度範囲の溶液は、塗工容易な粘度を有する
。
【０１２５】
　上記塗工液は、必要に応じて、安定剤、可塑剤、金属類等の種々の添加剤をさらに含有
し得る。
【０１２６】
　上記塗工液は、必要に応じて、異なる他の樹脂をさらに含有し得る。このような他の樹
脂としては、例えば、各種汎用樹脂、エンジニアリングプラスチック、熱可塑性樹脂、熱
硬化性樹脂等が挙げられる。このような樹脂を併用することにより、目的に応じて適切な
機械的強度や耐久性を有するネガティブＣプレートを形成することが可能となる。塗工溶
液に添加される上記異なる樹脂の種類および量は、目的に応じて適宜設定され得る。例え
ば、このような樹脂は、上記非液晶性ポリマーに対して、好ましくは０～５０質量％、さ
らに好ましくは０～３０質量％の割合で添加され得る。
【０１２７】
　上記液晶組成物を含有する塗工液の塗工量は、塗工液の濃度や目的とする層の厚み等に
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応じて適宜設定され得る。例えば、塗工液の液晶材料濃度が２０重量％である場合、塗工
量は、基材の面積（１００ｃｍ2）あたり好ましくは０．０３～０．１７ｍｌであり、さ
らに好ましくは０．０５～０．１５ｍｌであり、最も好ましくは０．０８～０．１２ｍｌ
である。
【０１２８】
　上記基材としては、任意の適切な基材が採用され得る。代表的には、上記Ｇ－３－１項
の記載の基材が用いられ得る。
【０１２９】
　上記塗工液の塗工方法としては、例えば、スピンコート法、ロールコート法、フローコ
ート法、プリント法、ディップコート法、流延成膜法、バーコート法、グラビア印刷法等
が挙げられる。また、塗工に際しては、必要に応じて、ポリマー層の重畳方式も採用され
得る。
【０１３０】
　塗工後、例えば、自然乾燥、風乾、加熱乾燥（例えば、６０～２５０℃）などの乾燥に
より、上記溶液中の溶媒を蒸発除去させ、ネガティブＣプレートを形成する。
【０１３１】
　次に、基材上に形成されネガティブＣプレートを光学補償層の表面に貼り合わせる。詳
細は上記Ｇ－３－１項に記載のとおりである。
【０１３２】
Ｇ－４．具体的な製造手順
　図５～図８を参照して、本発明の製造方法の具体的手順の一例について説明する。液晶
パネルの図５～図８において、符号１１１、１１２、１１２’、１１５および１１６は、
各層を形成するフィルムおよび／または積層体を捲回するロールである。
【０１３３】
　以下の製造方法の具体的手順の説明では、本発明の液晶パネルの一例（図１および図２
に示すような液晶パネル）について説明する。この液晶パネルは、第１の偏光子が液晶セ
ルの視認側に配置され、該第１の偏光子の吸収軸方向は、液晶セルの長手方向と実質的に
平行であり、第２の偏光子が液晶セルの視認側とは反対側に配置され、該第２の偏光子の
吸収軸方向は、第１の偏光子の吸収軸と実質的に直交している。また、第１の光学補償層
の遅相軸と、第２の光学補償層の遅相軸は実質的に直交している。なお、ここではネガテ
ィブＣプレートがコレステリック配向固化層からなる場合について説明するが、ネガティ
ブＣプレートが非液晶ポリマーから形成される場合も実質的に同様にして行われる。
【０１３４】
　まず、偏光子の原料となる長尺のポリマーフィルムを準備し、上記Ｄ項に記載のように
して染色、延伸等を行う。延伸は、長尺のポリマーフィルムについて、その長手方向に連
続的に行う。これによって、図５の斜視図に示すように、長手方向（延伸方向：矢印Ａ方
向）に吸収軸を有する長尺の第１の偏光子１１が得られる。
【０１３５】
　一方、図６の斜視図に示すように、長尺のフィルム５１（第１の保護層となる）を準備
し、その一方の表面にラビングロール１２０によりラビング処理を行う。この際ラビング
の方向は、例えば、第１の保護層５１の長手方向に対して４５°の方向とする。なお、後
述のように、ラビング処理は、偏光板を作製した後に行ってもよい。
【０１３６】
　次いで、図７の模式図に示すように、長尺のフィルム５１’（別の保護層となる）と、
第１の偏光子１１と、長尺の第１の保護層５１とを、矢印方向に送り出し、それぞれの長
手方向を揃えた状態で接着剤等（図示せず）によって貼り合わせ、第１の偏光板１３０を
形成する。このとき、ラビング処理が施された第１の保護層５１は、ラビング処理が施さ
れた面とは反対側の面を偏光子１１に対面するように送り出される。なお、図７において
、符号１２２は、フィルム同士を貼り合わせるためのガイドロールを示す（図８において
も同様）。
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【０１３７】
　このラビング処理を施した第１の保護層５１の表面に、上記Ｇ－２項に記載のようにし
て第１の光学補償層２１を形成する。この第１の光学補償層２１は、ラビング方向に沿っ
て液晶材料が配向するため、その遅相軸方向は、第１の保護層５１のラビング方向と実質
的に同一方向（図２における矢印Ｂ方向）となる。
【０１３８】
　次いで、図８（ａ）に示すように、積層体１３１（保護層５１’、第１の偏光子１１、
第１の保護層５１および第１の光学補償層２１）とＧ－３項に記載のようにして形成され
た第１のネガティブＣプレート３１および基材１６の積層体１３２とを矢印方向に送り出
し、それぞれの長手方向を揃えた状態で第１の接着層（図示せず）を介して貼り合わせて
積層体１３３’を形成する。さらに、図８（ｂ）に示すように、積層体１３３’から基材
１６を剥離して、第１の積層体１３３（保護層５１’、第１の偏光子１１、第１の保護層
５１、第１の光学補償層２１および第１のネガティブＣプレート３１）を得ることができ
る。このように、本発明によれば、非常に薄い第１の光学補償層および第１のネガティブ
Ｃプレートをいわゆるロールｔｏロールで貼り合わせることが可能となり、製造効率が格
段に向上し得る。なお、第２の積層体は同様にして製造され得る。
【０１３９】
　本発明の製造方法の具体的手順の別の一例について説明する。
【０１４０】
　上記と同様にして長尺の第１の偏光子１１を作製する。次いで、図７の模式図に示すよ
うに、長尺の保護層５１’と、第１の偏光子１１と、長尺の第１の保護層５１とを、矢印
方向に送り出し、それぞれの長手方向を揃えた状態で接着剤等（図示せず）によって貼り
合わせ、第１の偏光板１３０を形成する。
【０１４１】
　第１の保護層５１の第１の偏光子１１とは反対側の表面にラビングロールによりラビン
グ処理を行う。この際ラビングの方向は、例えば、第１の保護層５１の長手方向に対して
４５°の方向とする。このラビング処理を施した第１の保護層５１上に、上記Ｇ－２項に
記載のようにして第１の光学補償層２１を形成する。この第１の光学補償層２１は、ラビ
ング方向に沿って液晶材料が配向するため、その遅相軸方向は、第１の保護層５１のラビ
ング方向と実質的に同一方向となる。
【０１４２】
　次いで、図８（ａ）に示すように、積層体１３１（保護層５１’、第１の偏光子１１、
第１の保護層５１および第１の光学補償層２１）と第１のネガティブＣプレート３１およ
び基材１６の積層体１３２とを矢印方向に送り出し、それぞれの長手方向を揃えた状態で
第１の接着層（図示せず）を介して貼り合わせて積層体１３３’を形成する。さらに、図
８（ｂ）に示すように、積層体１３３’から基材１６を剥離して、第１の積層体１３３（
保護層５１’、第１の偏光子１１、第１の保護層５１、第１の光学補償層２１および第１
のネガティブＣプレート３１）を得ることができる。このように、本発明によれば、非常
に薄い第１の光学補償層および第１のネガティブＣプレートをいわゆるロールｔｏロール
で貼り合わせることが可能となり、製造効率が格段に向上し得る。なお、第２の積層体は
同様にして製造され得る。
【０１４３】
　得られた第１の積層体の第１のネガティブＣプレート側を液晶セルの一方の面に貼り合
わせる。このとき、貼り合わせには、例えば、上記Ｆ項に記載の粘着剤が用いられる。次
いで、第１の積層体と同様に第２の積層体の第２のネガティブＣプレート側を液晶セルの
他方の面に貼り合わせる。このとき、第１の偏光子の吸収軸と、第２の偏光子の吸収軸が
実質的に直交するように配置する。また、第１の光学補償層の遅相軸と第２の光学補償層
の遅相軸とが実質的に直交するように配置する。
【０１４４】
　以上の製造工程を経て、図１に示すような本発明の液晶パネル１００が得られる。
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【０１４５】
Ｈ．液晶表示装置
　本発明の液晶パネルは液晶表示装置に用いられ得る。液晶表示装置は、例えば、パソコ
ンモニター、ノートパソコン、コピー機などのＯＡ機器；携帯電話、時計、デジタルカメ
ラ、携帯情報端末（ＰＤＡ）、携帯ゲーム機などの携帯機器；ビデオカメラ、液晶テレビ
、電子レンジなどの家庭用電気機器；バックモニター、カーナビゲーションシステム用モ
ニター、カーオーディオなどの車載用機器；商業店舗用インフォメーション用モニターな
どの展示機器；監視用モニターなどの警備機器；介護用モニター、医療用モニターなどの
介護・医療機器に好適に用いられる。
【実施例】
【０１４６】
　以下、実施例によって本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例によって限
定されるものではない。実施例における各特性の測定方法は以下の通りである。
【０１４７】
（１）位相差の測定
　試料フィルムの屈折率ｎｘ、ｎｙおよびｎｚを、自動複屈折測定装置（王子計測機器株
式会社製，自動複屈折計ＫＯＢＲＡＷＰＲ）により計測し、面内位相差Δｎｄおよび厚み
方向位相差Ｒｔｈを算出した。測定温度は２３℃、測定波長は５９０ｎｍであった。
（２）コントラストの測定
　液晶表示装置に白画像および黒画像を表示させ、ＥＬＤＩＭ社製　商品名 「ＥＺ　Ｃ
ｏｎｔｒａｓｔ１６０Ｄ」により、方位角０～３６０°、極角０～８０°のコントラスト
を測定した。
【０１４８】
　〔実施例１〕
　〈偏光板の作製〉
　市販のポリビニルアルコール（ＰＶＡ）フィルム（クラレ社製）を、ヨウ素を含む水溶
液中で染色した後、ホウ酸を含む水溶液中で速比の異なるロール間にて約６倍に一軸延伸
して長尺の偏光子を得た。このとき、偏光子の長手方向が吸収軸の方向となるようにした
。上記Ｇ項で説明した製造方法を用い、この偏光子の両面に保護層（市販のＴＡＣフィル
ム；富士写真フィルム社製）をＰＶＡ系接着剤を介して貼り合わせ、全体厚み１００μｍ
の偏光板を得た。この偏光板を２枚用い、第１の偏光板および第２の偏光板とした。
【０１４９】
　〈光学補償層の形成〉
　１．保護層の配向処理
　得られた偏光板の一方の保護層の表面にラビング布を用い、偏光子の長手方向に対して
所定の方向（＋４５°または－４５°）に配向軸を有するよう配向処理を行った。この配
向方向は、形成される光学補償層の遅相軸の方向と実質的に同一である。配向処理の条件
は、ラビング回数（ラビングロール個数）は１、ラビングロール半径ｒは７６．８９ｍｍ
、その他のラビング条件は表１に示すような１１種類の条件（ａ）～（ｋ）で行った。
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【表１】

【０１５０】
　表１に示す条件（ａ）～（ｋ）によって得られた配向基材について、ラビングスジレベ
ル、異物付着割合、黒表示での輝点個数について評価した。
　ラビングスジレベルは、配向基材の外観写真に見られるラビングスジの発生程度によっ
て評価した。具体的には、配向基材の外観写真を図１１（ａ）～（ｅ）のサンプル写真と
照らし合わせて、最も近い状態を選び、図１１（ａ）～（ｅ）それぞれに対応する場合を
ラビングスジレベル１～５とした。ラビングスジレベル１が最も配向状態が悪い状態であ
り、ラビングスジレベル５が最も配向状態が良い状態である。
　異物付着割合は、後述する項目２に従って第１の光学補償層を形成した後に、レーザー
顕微鏡（キーエンス製、型番：ＶＫ－８５００）で撮像し、該撮像画（２５６階調の白黒
濃淡画像）を画像処理ソフトであるａｄｏｂｅ　ｐｈｏｔｏｓｈｏｐによって同一の２値
化レベルで２値化（２５６階調の１５１以上を白、１５０以下を黒とした）した。その後
、２値化によって抽出された白点（フィルムに付着した異物に相当）が占める面積の割合
（％）を算出した。
　黒表示での輝点個数は、目視で１ｍ２あたりの輝点をカウントした。
　評価結果を表２に示した。
【表２】

【０１５１】
　２．第１の光学補償層の形成



(30) JP 2008-40456 A 2008.2.21

10

20

30

40

50

　ネマチック液晶相を示す重合性液晶材料（液晶モノマー）（ＢＡＳＦ社製：商品名Pali
ocolorLC242：下記式（１）で表される）１０．０ｇと、当該重合性液晶材料に対する光
重合開始剤（チバスペシャリティーケミカルズ社製：商品名イルガキュア９０７）３ｇと
を、シクロペンタノン４０ｇに溶解して、液晶材料を含有する塗工液を調製した。そして
、上記配向処理を施した第１の保護層上に、当該塗工液をバーコーターにより塗工した後
、９０℃で２分間加熱乾燥することによって液晶を配向させた。条件（ｃ）～（ｅ）、（
ｈ）～（ｋ）では液晶の配向状態が非常に良好であった。条件（ａ）～（ｂ）、（ｆ）～
（ｇ）では液晶の配向に若干の乱れが生じたが、実用上は問題のないレベルであった。こ
の液晶層に、メタルハライドランプを用いて１ｍＪ/ｃｍ2の光を照射し、重合性液晶材料
を重合して液晶層の配向を固定することによって、第１の保護層上に第１の光学補償層を
形成した。この第１の光学補償層はｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚの屈折率分布を有し、厚みは１．２
μｍであり、面内位相差Ｒｅ１は１４０ｎｍであった。　　
【０１５２】
【化３】

【０１５３】
　３．第２の光学補償層の形成
　上記第１の光学補償層と同様にして、第２の保護層上に第２の光学補償層を形成した。
この第２の光学補償層はｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚの屈折率分布を有し、厚みは１．２μｍであり
、面内位相差Ｒｅ２は１４０ｎｍであった。
【０１５４】
　〈ネガティブＣプレートの形成〉
　１．第１のネガティブＣプレートの形成
　ネマチック液晶相を示す重合性液晶材料（液晶モノマー）（ＢＡＳＦ社製：商品名Pali
ocolorLC242：上記式（１）で表される）９０重量部、カイラル剤（ＢＡＳＦ社製：商品
名PaliocolorLC756：下記式（４）で表される）１０重量部、光重合開始剤（チバスペシ
ャリティーケミカルズ社製：商品名イルガキュア９０７）５重量部、およびメチルエチル
ケトン３００重量部を均一に混合し、液晶組成物を含有する塗工液を調製した。この液晶
組成物を含有する塗工液を基材（二軸延伸ＰＥＴフィルム）上にスピンコーティング法よ
りコーティングし、８０℃で３分間熱処理し、次いで紫外線（２０ｍＪ／ｃｍ２、波長３
６５ｎｍ）を照射して重合処理し、ｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚの屈折率分布を有する、長尺のネガ
ティブＣプレート（コレステリック配向固化層）を基材上に形成した。第１のネガティブ
Ｃプレートの厚みは２．４μｍであり、面内位相差Ｒｅ１Ｃは０ｎｍ、厚み方向位相差Ｒ
ｔｈ１Ｃは１３５ｎｍであった。
【０１５５】

【化４】

【０１５６】
　２．第２のネガティブＣプレートの形成
　上記第１のネガティブＣプレートと同様にして、ｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚの屈折率分布を有す
る、第２のネガティブＣプレート（コレステリック配向固化層）を基材上に形成した。第
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２のネガティブＣプレートの厚みは２．４μｍであり、面内位相差Ｒｅ２Ｃは０ｎｍ、厚
み方向位相差Ｒｔｈ２Ｃは１３５ｎｍであった。
【０１５７】
　〈積層体の作製〉
　１．第１の積層体の作製
　得られた第１の偏光板および第１の光学補償層の積層体に、第１のネガティブＣプレー
トをイソシアネート樹脂系接着層（厚さ４μｍ）を介して貼り合わせた。この接着層の硬
化は、５０℃で１０時間程度加温して行った。最後に、第１のネガティブＣプレートが支
持されていた基材を剥離し、第１の積層体を得た。
【０１５８】
　２．第２の積層体の作製
　上記第１の積層体と同様の方法を用い、第２の積層体を作製した。このとき、第２の光
学補償層の遅相軸は、第２の偏光子側から見た場合、第２の偏光子の吸収軸に対して－４
５°の角度を規定するように積層した（図２において視認側から見た場合、第２の偏光子
の吸収軸に対して＋４５°の角度を規定するように積層した。）この結果、液晶パネルを
作製したとき、第２の光学補償層の遅相軸は第１の光学補償層の遅相軸に対して実質的に
直交することとなった。
【０１５９】
　〈液晶パネルの作製〉
　ＶＡモードの液晶セルを、ＳＯＮＹ製プレイステーションポータブルから取り出し、こ
の液晶セルの視認側に、第１の積層体をアクリル系粘着剤（厚み：２０μｍ）を用いて貼
り合わせた。このとき、液晶セルと第１のネガティブＣプレートが対面するように配置し
た。次いで、液晶セルのバックライト側に、第２の積層体をアクリル系粘着剤（厚み：２
０μｍ）を用いて貼り合わせた。このとき、液晶セルと第２のネガティブＣプレートが対
面するように配置した。なお、第１の偏光子の吸収軸を液晶セルの長手方向に対して実質
的に平行となるように配置し、第１の偏光子の吸収軸と第２の偏光子の吸収軸とが実質的
に直交するように配置した。また、第１の光学補償層の遅相軸と、第２の光学補償層の遅
相軸が実質的に直交するように配置した。この結果、図１に示すような液晶パネル１を得
た。
【０１６０】
　〈液晶表示装置の作製〉
　液晶パネル１を元の液晶表示装置に組み込み、バックライトを点灯させて１０分後にコ
ントラストを測定した。得られた特性および液晶パネル全体の厚み等は表３の通りである
。
【０１６１】
　〔実施例２〕
　けん化度９９％、重合度２０００のポリビニルアルコール（日本合成化学製：Ｎ－３０
０）を用いて１重量％のポリビニルアルコール溶液を調製した。次に、上記偏光板の一方
の保護層の表面に得られたポリビニルアルコール溶液を塗布し、１２０℃で２分間乾燥し
、厚み７０ｎｍの配向膜を形成した。次にラビング布を用い、保護層の長手方向に対して
所定の方向（＋４５°または－４５°）に配向処理を施した。この配向処理を施した保護
層に実施例１と同様にして光学補償層を形成した。この光学補償層はｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚの
屈折率分布を有し、厚みは１．２μｍであり、面内位相差Ｒｅは１４０ｎｍであった。こ
の光学補償層および偏光板の積層体を２枚用い、それぞれの光学補償層を第１および第２
の光学補償層とした。
【０１６２】
　上記の積層体を用いたこと以外は、実施例１と同様にして液晶パネルを作製した。得ら
れた液晶パネルを液晶表示装置に組み込み、バックライトを点灯させて１０分後にコント
ラストを測定した。得られた特性および液晶パネル全体の厚み等は表３の通りである。
【０１６３】
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　〔実施例３〕
　２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン二無水物（６
ＦＤＡ）と、２，２’－ビス（トリフルオロメチル）－４，４’－ジアミノビフェニル（
ＴＦＭＢ）とから合成されたポリイミドを、メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）に溶解
して、１０重量％のポリイミド溶液を調製した。次に、けん化処理済トリアセチルセルロ
ースフィルムに得られたポリイミド溶液を塗布し、１２０℃で３分間乾燥し、ネガティブ
Ｃプレートを形成した。得られたネガティブＣプレートは、ｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚの屈折率分
布を有し、厚みは３μｍであり、面内位相差ＲｅＣは０ｎｍ、厚み方向位相差ＲｔｈＣは
１３５ｎｍであった。このネガティブＣプレートを２枚用い、第１および第２のネガティ
ブＣプレートとした。　
【０１６４】
　上記のネガティブＣプレートを用いたこと以外は実施例１と同様にして液晶パネルを作
製した。なお、第１および第２の積層体を作製する際、ネガティブＣプレートを支持する
トリアセチルセルロースフィルムを剥離した。得られた液晶パネルを液晶表示装置に組み
込み、バックライトを点灯させて１０分後にコントラストを測定した。得られた特性およ
び液晶パネル全体の厚み等は表３の通りである。
【０１６５】
　〔実施例４〕
　実施例２で得られた第１および第２の光学補償層を用いたこと以外は、実施例３と同様
にして液晶パネルを作製した。得られた液晶パネルを液晶表示装置に組み込み、バックラ
イトを点灯させて１０分後にコントラストを測定した。得られた特性および液晶パネル全
体の厚み等は表３の通りである。
【０１６６】
　〔比較例１〕
　〈第１および第２の光学補償層の作製〉
　ノルボルネン系樹脂フィルム（日本ゼオン社製：商品名ゼオノア（ＺＥＯＮＯＲ）：厚
み６０μｍ）を、延伸温度１４０℃、延伸倍率１．３２倍で自由端一軸延伸し、延伸フィ
ルム（λ／４板）を得た。この延伸フィルムは、ｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚの屈折率分布を有し、
厚みは５４μｍであり、面内位相差Ｒｅは１４０ｎｍであった。このフィルムを２枚用い
て、第１および第２の光学補償層とした。
【０１６７】
　〈第１および第２のネガティブＣプレートの作製〉
　ノルボルネン系樹脂フィルム（ＪＳＲ社製：商品名アートン：厚み１００μｍ）を１７
５℃で１．２７倍に縦延伸し、次いで、１７６℃で１．３７倍に横延伸することによって
、ｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚの屈折率分布を有する、長尺のネガティブＣプレート（厚みは６５μ
ｍ）を作製した。このネガティブＣプレートの面内位相差ＲｅＣは０ｎｍ、厚み方向の位
相差ＲｔｈＣは１１０ｎｍであった。このネガティブＣプレートを２枚用いた。
【０１６８】
　〈積層体、液晶パネル、液晶表示装置の作製〉
　上記の第１および第２の光学補償層と、上記の第１および第２のネガティブＣプレート
を用いたこと、第１の光学補償層と第１のネガティブＣプレートをアクリル系粘着剤を用
いて貼り合わせたこと、および第２の光学補償層と第２のネガティブＣプレートをアクリ
ル系粘着剤を用いて貼り合わせたこと以外は、実施例１と同様にして液晶パネルを作製し
た。得られた液晶パネルを液晶表示装置に組み込み、バックライトを点灯させて１０分後
にコントラストを測定した。得られた特性および液晶パネル全体の厚み等は表３の通りで
ある。
【０１６９】
　〔比較例２〕
　ノルボルネン系のフィルムである日本ゼオン製の商品名「ゼオノア」（延伸前の厚みは
６０μｍ）を、１４０℃で長尺方向に１．５倍、固定端一軸延伸し、光学補償フィルム（
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延伸後の厚みは４０μｍ）を作成した。得られた光学補償フィルムの位相差を測定したと
ころ、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの関係を満たし、面内位相差Ｒｅは１４０ｎｍ、厚み方向位相差
Ｒｔｈは２１７ｎｍ、Ｎｚ係数（Ｎｚ＝（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ））は１．６であ
った。実施例１で用いた偏光板、光学補償フィルム、実施例１で用いた液晶セル、光学補
償フィルム、実施例１で用いた偏光板をこの順に有する液晶パネルを作製した。このとき
、各層の積層にはアクリル系粘着剤を用いた。この液晶パネルを液晶表示装置に組み込み
、バックライトを点灯させて１０分後にコントラストを測定した。得られた特性および液
晶パネル全体の厚み等は表３の通りである。
【０１７０】
【表３】

【０１７１】
　〔評価〕
　実施例１～４および比較例１～２から明らかなように、第１および第２の光学補償層が
それぞれコーティング層であり、第１および第２のネガティブＣプレートがそれぞれコー
ティング層であることで、液晶パネルの全体の厚みを著しく薄くすることができる。実施
例１と比較例１を対比させると、コントラスト５０以上の領域は同様の結果であったが、
実施例１は比較例１に比べて液晶セル以外のフィルム部分の厚みは約半分で、薄型の液晶
パネルを得ることができた。さらに、実施例１は比較例２に比べて、コントラスト５０以
上の領域における極角が大きい。このことから、本発明の液晶パネルは、斜め方向のコン
トラストに優れ、かつ、薄型化可能であることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【０１７２】
　本発明の液晶パネルは、各種画像表示装置（例えば、液晶表示装置）に好適に使用され
得る。
【図面の簡単な説明】
【０１７３】
【図１】本発明の好ましい実施形態における液晶パネルの概略断面図である。
【図２】本発明の好ましい実施形態における液晶パネルの概略分解斜視図である。
【図３】本発明の別の好ましい実施形態における液晶パネルの概略分解斜視図である。
【図４】本発明の液晶表示装置がＶＡモードの液晶セルを採用する場合に、液晶層の液晶
分子の配向状態を説明する概略断面図である。
【図５】本発明の液晶パネルの製造方法の一例における一つの工程の概略を示す斜視図で
ある。
【図６】本発明の楕円偏光板の製造方法の一例におけるさらに別の工程の概略を示す模式
図である。
【図７】本発明の液晶パネルの製造方法の一例におけるさらに別の工程の概略を示す斜視
図である。
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【図８】本発明の楕円偏光板の製造方法の一例におけるさらに別の工程の概略を示す模式
図である。
【図９】ラビング処理装置の概略構成を示す斜視図である。
【図１０】図１０（ａ）はラビングロール近傍の正面図を、図１０（ｂ）はラビングロー
ルと長尺基材フィルム表面との接触箇所近傍を拡大して示す正面図である。
【図１１】ラビングスジレベル評価のためのサンプル写真である。
【符号の説明】
【０１７４】
　１，２　　　駆動ロール
　３　　　　　搬送ベルト
　４　　　　　ラビングロール
　４ａ　　　　起毛布
　５　　　　　バックアップロール
　Ｆ　　　　　長尺基材フィルム
　１１、１２　偏光子
　２１、２２　光学補償層
　３１、３２　ネガティブＣプレート
　４０　　　　液晶セル
　５１、５２　保護層
１００　　　　液晶表示装置

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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【図１１】

【手続補正書】
【提出日】平成19年5月17日(2007.5.17)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液晶セルと、該液晶セルの一方の側に配置された第１の偏光子と、該液晶セルの他方の
側に配置された第２の偏光子と、該第１の偏光子と該液晶セルとの間に配置された第１の
保護層、第１の光学補償層および第１のネガティブＣプレートと、該液晶セルと該第２の
偏光子との間に配置された第２のネガティブＣプレート、第２の光学補償層および第２の
保護層とを備え、
　該第１の光学補償層が、第１の保護層と第１のネガティブＣプレートとの間に、かつ、
該第１の保護層に接着剤を介さずに密接して配置され、
　該第２の光学補償層が、第２のネガティブＣプレートと第２の保護層との間に、かつ、
該第２の保護層に接着剤を介さずに密接して配置され、
　該第１の光学補償層および該第２の光学補償層がλ／４板として機能するコーティング
層であり、それぞれの厚みが０．３～３μｍであり、
　該第１のネガティブＣプレートおよび該第２のネガティブＣプレートがコーティング層
であり、それぞれの厚みが０．５～１０μｍである、液晶パネル。
【請求項２】
　請求項１に記載の液晶パネルを含む、液晶表示装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の液晶パネルの製造方法であって、
　第１の保護層の表面に配向処理を施す工程と；
　該第１の保護層の配向処理を施した表面に、第１の光学補償層を形成する工程と；
　第１の保護層の表面に、第１の偏光子を積層する工程と；
　第１のネガティブＣプレートを該第１の光学補償層の第１の保護層とは反対側の表面に
貼り合わせて第１の積層体を得る工程と；
　該第１の積層体の第１のネガティブＣプレート側を液晶セルの一方の面に貼り合わせる
工程とを含み、
　第２の保護層の表面に配向処理を施す工程と；
　該第２の保護層の配向処理を施した表面に、第２の光学補償層を形成する工程と；
　第２の保護層の表面に、第２の偏光子を積層する工程と；
　第２のネガティブＣプレートを該第２の光学補償層の第２の保護層とは反対側の表面に
貼り合わせて第２の積層体を得る工程と；
　該第２の積層体の第２のネガティブＣプレート側を液晶セルの他方の面に貼り合わせる
工程とを含む、
液晶パネルの製造方法。
【請求項４】
　前記第１の光学補償層を形成する工程が、第１の保護層に液晶材料を塗工する工程と；
該塗工された液晶材料を該液晶材料が液晶相を示す温度で処理する工程とを含む、
請求項３に記載の製造方法。
【請求項５】
　前記第１のネガティブＣプレートが、基材に液晶材料とカイラル剤とを含む液晶組成物
を塗工する工程と；該塗工された液晶組成物を該液晶材料が液晶相を示す温度で処理する
工程とを含む方法により形成され、
　該第１のネガティブＣプレートを該第１の光学補償層の第１の保護層とは反対側の表面
に貼り合わせた後、該基材を剥離する工程をさらに含む、
請求項３または４に記載の製造方法。
【請求項６】
　前記第２の光学補償層を形成する工程が、第２の保護層に液晶材料を塗工する工程と；
該塗工された液晶材料を該液晶材料が液晶相を示す温度で処理する工程とを含む、
請求項３から５のいずれかに記載の製造方法。
【請求項７】
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　前記第２のネガティブＣプレートが、基材に液晶材料とカイラル剤とを含む液晶組成物
を塗工する工程と；該塗工された液晶組成物を該液晶材料が液晶相を示す温度で処理する
工程とを含む方法により形成され、
　該第２のネガティブＣプレートを該第２の光学補償層の第２の保護層とは反対側の表面
に貼り合わせた後、該基材を剥離する工程をさらに含む、
請求項３から６のいずれかに記載の製造方法。
【請求項８】
　前記第１のネガティブＣプレートが、基材にポリアミド、ポリイミド、ポリエステル、
ポリエーテルケトン、ポリアミドイミド、ポリエステルイミドからなる群から選択される
少なくとも１種の非液晶ポリマーを含有する溶液を塗工する工程を含む方法により形成さ
れ、
　該第１のネガティブＣプレートを該第１の光学補償層の第１の保護層とは反対側の表面
に貼り合わせた後、該基材を剥離する工程をさらに含む、
請求項３または４に記載の製造方法。
【請求項９】
　前記第２のネガティブＣプレートが、基材にポリアミド、ポリイミド、ポリエステル、
ポリエーテルケトン、ポリアミドイミド、ポリエステルイミドからなる群から選択される
少なくとも１種の非液晶ポリマーを含有する溶液を塗工する工程を含む方法により形成さ
れ、
　該第２のネガティブＣプレートを該第２の光学補償層の第２の保護層とは反対側の表面
に貼り合わせた後、該基材を剥離する工程をさらに含む、
請求項３、４または８に記載の製造方法。
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